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(57)【要約】
　ワイヤレス通信のためのシステム、方法、およびデバ
イスが提供される。ある実施形態において、ワイヤレス
通信のための通信パラメータを決定する方法は、アクセ
スポイントにおいて、送信電力指示を備えるプローブ要
求を受信することを含む。この方法は、受信された送信
電力を決定することをさらに含む。この方法は、送信電
力指示および受信された送信電力に基づいて経路損失を
推定することをさらに含む。この方法は、第１のレート
を定義する通信パラメータの第１のセットを使用して第
１のプローブ応答を送信することをさらに含む。この方
法は、アクセスポイントが、タイムアウト期間内に第１
のプローブ応答に対する受領確認を受信しないとき、第
２のレートを定義する通信パラメータの第２のセットを
使用して第２のプローブ応答を送信することをさらに含
み、第２のレートは第１のレートよりも低い。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つのアクセスポイントと、前記アクセスポイントが、複数のワイヤレスデ
バイスの各々と前記アクセスポイントとの間のワイヤレス通信リンクを開始し、維持する
ための範囲内にあるかどうか決定するために、前記アクセスポイントにそれぞれのプロー
ブ要求を送信する前記複数のワイヤレスデバイスとを含む通信システムであって、前記ア
クセスポイントは、通信パラメータを含むプローブ応答フレームを送信する、通信システ
ムにおける、より効率的なプローブ通信のための方法であって、
　アクセスポイントにおいて、送信電力指示を備えるプローブ要求を受信することと、
　前記プローブ要求の受信された送信電力を決定することと、
　前記送信電力指示および受信された送信電力に基づいて経路損失を推定することと、
　第１のデータレートを定義する通信パラメータの第１のセットに基づいて第１のプロー
ブ応答を送信することと、
　前記アクセスポイントが、タイムアウト期間内に前記第１のプローブ応答に対する受領
確認を受信しないとき、通信パラメータの第２のセットに基づいて第２のプローブ応答を
送信することと、通信パラメータの前記第２のセットは、前記第１のデータレートよりも
低い第２のデータレートを定義する、を備える方法。
【請求項２】
　前記プローブ要求の受信された送信電力を決定することと、前記プローブ要求の前記決
定された受信送信電力に基づいて、前記経路損失を推定することとをさらに備える、請求
項１に記載の方法。
【請求項３】
　通信パラメータの前記第１および第２のセットは各々、変調およびコーディング方式（
ＭＣＳ）を定義する、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記第１のデータレートから次に低いレートになるように前記第２のデータレートを定
義するために、通信パラメータの前記第２のセットを決定することをさらに備える、請求
項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記受領確認はメディアアクセス制御（ＭＡＣ）レベル受領確認を備える、請求項１に
記載の方法。
【請求項６】
　１つまたは複数の受信能力指示を決定するために、前記プローブ要求を復号することと
、
　前記１つまたは複数の決定された受信能力指示に基づいて、前記経路損失を推定するこ
ととをさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記少なくとも１つの受信能力指示から、ワイヤレスデバイスのアンテナの数を復号す
ることと、前記アンテナの数に基づいて、前記経路損失を決定することとをさらに備える
、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　少なくとも１つのアクセスポイントと、前記アクセスポイントが、複数のワイヤレスデ
バイスの各々と前記アクセスポイントとの間のワイヤレス通信リンクを開始し、維持する
ための範囲内にあるかどうか決定するために、前記アクセスポイントにそれぞれのプロー
ブ要求を送信する前記複数のワイヤレスデバイスとを含む通信システムであって、前記ア
クセスポイントは、通信パラメータを含むプローブ応答フレームを送信する、通信システ
ムにおける、より効率的なプローブ通信のための装置であって、
　送信電力指示を備えるプローブ要求を受信するように構成された受信機と、
　前記プローブ要求の受信された送信電力を決定し、前記送信電力指示および受信された
送信電力に基づいて経路損失を推定するように構成されたプロセッサと、
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　第１のデータレートを定義する通信パラメータの第１のセットに基づいて第１のプロー
ブ応答を送信し、前記装置が、前記第１のプローブ応答に対する受領確認をタイムアウト
期間内に受信しないとき、第２のデータレートを定義する通信パラメータの第２のセット
に基づいて第２のプローブ応答を送信するように構成された送信機と、前記第２のデータ
レートは前記第１のデータレートよりも低い、を備える装置。
【請求項９】
　前記プロセッサは、前記プローブ要求の受信された送信電力を決定し、前記プローブ要
求の前記決定された受信送信電力に基づいて、前記経路損失を推定するようにさらに構成
される、請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　通信パラメータの前記第１および第２のセットは各々、変調およびコーディング方式（
ＭＣＳ）を定義する、請求項８に記載の装置。
【請求項１１】
　前記プロセッサは、前記第１のデータレートから次に低いデータレートになるように前
記第２のデータレートを定義するために、通信パラメータの第２のセットを決定するよう
にさらに構成される、請求項８に記載の装置。
【請求項１２】
　前記受領確認はメディアアクセス制御（ＭＡＣ）レベル受領確認を備える、請求項８に
記載の装置。
【請求項１３】
　前記プロセッサは、１つまたは複数の受信能力指示を決定するために、前記プローブ要
求を復号し、前記１つまたは複数の受信能力指示にさらに基づいて、前記経路損失を推定
するようにさらに構成される、請求項８に記載の装置。
【請求項１４】
　前記プロセッサは、前記少なくとも１つの受信能力指示からワイヤレスデバイスのアン
テナの数を復号し、前記アンテナの数に基づいて、前記経路損失を決定するようにさらに
構成される、請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　少なくとも１つのアクセスポイントと、前記アクセスポイントが、複数のワイヤレスデ
バイスの各々と前記アクセスポイントとの間のワイヤレス通信リンクを開始し、維持する
ための範囲内にあるかどうか決定するために、前記アクセスポイントにそれぞれのプロー
ブ要求を送信する前記複数のワイヤレスデバイスとを含む通信システムであって、前記ア
クセスポイントは、通信パラメータを含むプローブ応答フレームを送信する、通信システ
ムにおける、より効率的なプローブ通信のための方法であって、
　ワイヤレスデバイスにおいて、送信電力指示を備えるプローブ要求を送信することと、
　アクセスポイントから、通信パラメータの第１または第２のセットのいずれかに基づい
てプローブ応答を受信することと、通信パラメータの前記第１および第２のセットは、そ
れぞれ第１および第２のデータレートを定義し、前記第２のデータレートは第１のデータ
レートよりも低い、
　前記プローブ応答を受信するのに使われる前記通信パラメータに基づいて、通信パラメ
ータの前記第１または第２のセットのいずれかを使用して前記プローブ応答に対する受領
確認を送信することと
を備える方法。
【請求項１６】
　通信パラメータの前記第１および第２のセットは各々、変調およびコーディング方式（
ＭＣＳ）を定義する、請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　前記プローブ応答を前記第２のデータレートで受信することをさらに備え、ここにおい
て、前記第２のデータレートは、前記第１のデータレートから次に低いデータレートと等
価なレートである、請求項１５に記載の方法。
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【請求項１８】
　メディアアクセス制御（ＭＡＣ）レベル受領確認を備えるように前記受領確認を生成す
ることをさらに備える、請求項１５に記載の方法。
【請求項１９】
　１つまたは複数の受信能力指示を備えるように前記プローブ要求を生成することをさら
に備える、請求項１５に記載の方法。
【請求項２０】
　前記ワイヤレスデバイスのアンテナの数を含むように、前記少なくとも１つの受信能力
指示を生成することをさらに備える、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　少なくとも１つのアクセスポイントと、前記アクセスポイントが、複数のワイヤレスデ
バイスの各々と前記アクセスポイントとの間のワイヤレス通信リンクを開始し、維持する
ための範囲内にあるかどうか決定するために、前記アクセスポイントにそれぞれのプロー
ブ要求を送信する前記複数のワイヤレスデバイスとを含む通信システムであって、前記ア
クセスポイントは、通信パラメータを含むプローブ応答フレームを送信する、通信システ
ムにおける、より効率的なプローブ通信のための装置であって、
　送信電力指示を備えるプローブ要求を送信するように構成された送信されたものと、
　アクセスポイントから、通信パラメータの第１または第２のセットのいずれかに基づい
てプローブ応答を受信するように構成された受信機と、通信パラメータの前記第１および
第２のセットは、それぞれ第１および第２のデータレートを定義し、前記第２のデータレ
ートは前記第１のデータレートよりも低い、を備え、ここにおいて、
　前記送信機は、前記プローブ応答を受信するのに使われる前記通信パラメータに基づい
て、通信パラメータの前記第１または第２のセットのいずれかを使用して前記プローブ応
答に対する受領確認を送信するようにさらに構成される、装置。
【請求項２２】
　通信パラメータの前記第１および第２のセットは各々、変調およびコーディング方式（
ＭＣＳ）を定義する、請求項２１に記載の装置。
【請求項２３】
　前記受信機は、前記プローブ応答を前記第２のデータレートで受信するようにさらに構
成され、ここにおいて、前記第２のデータレートは、前記第１のデータレートから次に低
いデータレートと等価なデータレートである、請求項２１に記載の装置。
【請求項２４】
　プロセッサは、メディアアクセス制御（ＭＡＣ）レベル受領確認を備えるように前記受
領確認を生成するようにさらに構成される、請求項２１に記載の装置。
【請求項２５】
　プロセッサは、１つまたは複数の受信能力指示を備えるように前記プローブ要求を生成
するようにさらに構成される、請求項２１に記載の装置。
【請求項２６】
　前記プロセッサは、前記ワイヤレスデバイスのアンテナの数を含むように、前記少なく
とも１つの受信能力指示を生成するようにさらに構成される、請求項２５に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　[0001]　本出願は概して、ワイヤレス通信に関し、より詳細には、高密度ワイヤレス環
境における高効率ワイヤレス通信のためのシステム、方法、およびデバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　[0002]　多くの電気通信システムでは、いくつかの対話している空間的に分離されたデ
バイスの間でメッセージを交換するために、通信ネットワークが使用される。ネットワー
クは、たとえば、メトロポリタンエリア、ローカルエリア、またはパーソナルエリアであ



(5) JP 2016-534650 A 2016.11.4

10

20

30

40

50

り得る地理的な範囲に従って分類され得る。そのようなネットワークは、それぞれ、ワイ
ドエリアネットワーク（ＷＡＮ）、メトロポリタンエリアネットワーク（ＭＡＮ）、ロー
カルエリアネットワーク（ＬＡＮ）、ワイヤレスローカルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ
）、またはパーソナルエリアネットワーク（ＰＡＮ）と呼ばれる。ネットワークはまた、
様々なネットワークノードとデバイスとを相互接続するために使用されるスイッチング／
ルーティング技法（たとえば、回線交換対パケット交換）、送信のために採用される物理
媒体のタイプ（たとえば、ワイヤード対ワイヤレス）、および使用される通信プロトコル
のセット（たとえば、インターネットプロトコルスイート、ＳＯＮＥＴ（同期光ネットワ
ーキング）、イーサネット（登録商標）など）に応じて異なる。
【０００３】
　[0003]　ワイヤレスネットワークは、ネットワーク要素がモバイルであり、したがって
動的接続性の必要があるとき、またはネットワークアーキテクチャが固定トポロジーでは
なくアドホックトポロジーで形成されている場合にしばしば好適である。ワイヤレスネッ
トワークは、無線、マイクロ波、赤外線、光などの周波数帯域中の電磁波を使用する非誘
導伝搬モードでは、無形物理媒体を利用する。ワイヤレスネットワークは、有利には、固
定ワイヤードネットワークと比較すると、ユーザモビリティと迅速なフィールド展開とを
容易にする。
【０００４】
　[0004]　しかしながら、複数のワイヤレスネットワークが、同じ建物内、近くの建物内
、および／または同じ屋外エリア内に存在する場合がある。多数のワイヤレスネットワー
クの普及は、干渉、スループットの低減（たとえば、理由として、各ワイヤレスネットワ
ークが同じエリアおよび／もしくはスペクトルにおいて動作している）を引き起こすこと
、ならびに／またはいくつかのデバイスが通信するのを妨げることがある。したがって、
ワイヤレスネットワークの密度が高いときに通信するための改善されたシステム、方法、
およびデバイスが望まれる。
【発明の概要】
【０００５】
　[0005]　本発明のシステム、方法、およびデバイスは、それぞれいくつかの態様を有し
、それらのうちの単一の態様が、単独でそれの望ましい属性を担当するとは限らない。添
付の特許請求の範囲によって表されるような本発明の範囲を限定することなく、いくつか
の特徴がここで手短に論じられる。この説明を考慮した後、特に「発明を実施するための
形態」と題されるセクションを読んだ後で、本発明の特徴が、ワイヤレスネットワーク中
のアクセスポイント（access point）と局との間の改善された通信を含む利点をどのよう
に提供するかが理解されよう。
【０００６】
　[0006]　本開示の一態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レート（communicatio
n rate）を決定する方法を提供する。この方法は、アクセスポイントにおいて、送信電力
指示（transmission power indication）を含むプローブ要求（probe request）を受信す
ることを含む。この方法は、受信された送信電力（received transmission power）を決
定することをさらに含む。この方法は、送信電力指示および受信された送信電力に基づい
て経路損失（path-loss）を推定することをさらに含む。この方法は、第１のプローブ応
答（probe response）を第１のレートで送信することをさらに含む。この方法は、アクセ
スポイントが、タイムアウト期間（timeout period）内に第１のプローブ応答に対する受
領確認（acknowledgement）を受信しないとき、第２のプローブ応答を第２のデータレー
トで送信することをさらに含み、第２のデータレートは第１のレートよりも低い。
【０００７】
　[0007]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定する方
法を提供する。この方法は、ワイヤレスデバイス（wireless device）において、送信電
力指示を含むプローブ要求を送信することを含む。この方法は、アクセスポイントから、
第１または第２のレートでプローブ応答を受信することをさらに含み、第２のレートは第
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１のレートよりも低い。この方法は、プローブ応答のレートに基づいて、第１または第２
のレートのいずれかで、プローブ応答に対する受領確認を送信することをさらに含む。
【０００８】
　[0008]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定する方
法を提供する。この方法は、アクセスポイントにおいて、送信電力指示を各々が含む１つ
または複数のフレームを送信することを含む。この方法は、プローブ要求を第１のレート
で受信することをさらに含む。この方法は、プローブ応答を第２のレートで送信すること
をさらに含み、第２のレートは第１のレートの関数である。
【０００９】
　[0009]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定する方
法を提供する。この方法は、ワイヤレスデバイスにおいて、アクセスポイントから１つま
たは複数のフレームを受信することを含み、各フレームは送信電力指示を含む。この方法
は、送信電力指示に基づいてリンク品質（link quality）を推定することをさらに含む。
この方法は、推定リンク品質（estimated link quality）に適合した第１のレートでプロ
ーブ要求を送信することをさらに含む。この方法は、プローブ応答を第２のレートで受信
することをさらに含み、第２のレートは第１のレートの関数である。
【００１０】
　[0010]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信の方法を提供する。この方法は、
アクセスポイントにおいて、プローブ要求を受信することを含む。この方法は、プローブ
要求に応答してプローブ応答を生成することをさらに含む。この方法は、プローブ要求中
の指示、またはその中に指示がないことに基づいて、近隣報告情報（neighbor report in
formation）をプローブ応答中に条件付きで（conditionally）含めることをさらに含む。
この方法は、プローブ応答をワイヤレスデバイスに送信することをさらに含む。
【００１１】
　[0011]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信の方法を提供する。この方法は、
ワイヤレスデバイスにおいて、近傍報告情報が記憶されているかどうか決定することを含
む。この方法は、前記決定に基づいて、近隣報告情報についての要求を条件付きで含むプ
ローブ要求を送信することをさらに含む。この方法は、プローブ応答を受信することをさ
らに含む。プローブ要求が近隣報告情報についての要求を含むとき、プローブ応答は近隣
報告情報を含む。
【００１２】
　[0012]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信の方法を提供する。この方法は、
アクセスポイントにおいて、共有ワイヤレスデバイス状態情報（shared wireless device
 state information）を含むプローブ要求を受信することを含む。この方法は、少なくと
もタイムアウト期間は共有ワイヤレスデバイス状態情報を記憶することをさらに含む。こ
の方法は、タイムアウト期間を示すプローブ応答を送信することをさらに含む。この方法
は、タイムアウト期間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省いた関連付け要求（associ
ation request）を受信することをさらに含む。
【００１３】
　[0013]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信の方法を提供する。この方法は、
ワイヤレスデバイスにおいて、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含むプローブ要求を送
信することを含む。この方法は、タイムアウト期間を示すプローブ応答を受信することを
さらに含む。この方法は、タイムアウト期間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省いた
関連付け要求を送信することをさらに含む。
【００１４】
　[0014]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信の方法を提供する。この方法は、
アクセスポイントにおいて、ワイヤレスデバイスからプローブ要求を受信することを含む
。この方法は、共有アクセスポイント状態情報（shared access point state informatio
n）を含むプローブ応答を送信することをさらに含む。この方法は、ワイヤレスデバイス
が共有アクセスポイント状態情報を記憶したという指示を含む関連付け要求を受信するこ
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とをさらに含む。この方法は、共有アクセスポイント状態情報を省いた関連付け応答（as
sociation response）を送信することをさらに含む。
【００１５】
　[0015]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信の方法を提供する。この方法は、
ワイヤレスデバイスにおいて、アクセスポイントにプローブ要求を送信することを含む。
この方法は、共有アクセスポイント状態情報を含むプローブ応答を受信することをさらに
含む。この方法は、共有アクセスポイント状態情報を記憶することをさらに含む。この方
法は、ワイヤレスデバイスが共有アクセスポイント状態情報を記憶したという指示を含む
関連付け要求を送信することをさらに含む。この方法は、共有アクセスポイント状態情報
を省いた関連付け応答を受信することをさらに含む。
【００１６】
　[0016]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定するた
めの装置を提供する。この装置は、送信電力指示を含むプローブ要求を受信するための手
段を含む。この装置は、受信された送信電力を決定するための手段をさらに含む。この装
置は、送信電力指示および受信された送信電力に基づいて経路損失を推定するための手段
をさらに含む。この装置は、第１のプローブ応答を第１のレートで送信するための手段を
さらに含む。この装置は、アクセスポイントが、タイムアウト期間内に第１のプローブ応
答に対する受領確認を受信しないとき、第２のプローブ応答を第２のレートで送信するた
めの手段をさらに含み、第２のレートは第１のレートよりも低い。
【００１７】
　[0017]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定するた
めの装置を提供する。この装置は、送信電力指示を含むプローブ要求を送信するための手
段を含む。この装置は、アクセスポイントから、第１または第２のレートでプローブ応答
を受信するための手段をさらに含み、第２のレートは第１のレートよりも低い。この装置
は、プローブ応答のレートに基づいて、プローブ応答に対する受領確認を第１または第２
のレートのいずれかで送信するための手段をさらに含む。
【００１８】
　[0018]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定するた
めの装置を提供する。この装置は、送信電力指示を各々が含む１つまたは複数のフレーム
を送信するための手段を含む。この装置は、プローブ要求を第１のレートで受信するため
の手段を含む。この装置は、プローブ応答を第２のレートで送信するための手段をさらに
含み、第２のレートは第１のレートの関数である。
【００１９】
　[0019]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定するた
めの装置を提供する。この装置は、アクセスポイントから１つまたは複数のフレームを受
信するための手段を含み、各フレームは送信電力指示を含む。この装置は、送信電力指示
に基づいてリンク品質を推定するための手段をさらに含む。この装置は、推定リンク品質
に適合した第１のレートでプローブ要求を送信するための手段をさらに含む。この装置は
、第２のレートでプローブ応答を受信するための手段をさらに含み、第２のレートは第１
のレートの関数である。
【００２０】
　[0020]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための装置を提供する。この装
置は、プローブ要求を受信するための手段をさらに含む。この装置は、プローブ要求に応
答してプローブ応答を生成するための手段をさらに含む。この装置は、プローブ要求中の
指示、またはその中に指示がないことに基づいて、近隣報告情報をプローブ応答中に条件
付きで含めるための手段をさらに含む。この装置は、プローブ応答をワイヤレスデバイス
に送信するための手段をさらに含む。
【００２１】
　[0021]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための装置を提供する。この装
置は、近傍報告情報が記憶されているかどうか決定するための手段を含む。この装置は、
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前記決定に基づいて、近隣報告情報についての要求を条件付きで含むプローブ要求を送信
するための手段をさらに含む。この装置は、プローブ応答を受信するための手段をさらに
含む。プローブ要求が近隣報告情報についての要求を含むとき、プローブ応答は近隣報告
情報を含む。
【００２２】
　[0022]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための装置を提供する。この装
置は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含むプローブ要求を受信するための手段を含む
。この装置は、少なくともタイムアウト期間は共有ワイヤレスデバイス状態情報を記憶す
るための手段をさらに含む。この装置は、タイムアウト期間を示すプローブ応答を送信す
るための手段をさらに含む。この装置は、タイムアウト期間内に、ワイヤレスデバイス状
態情報を省いた関連付け要求を受信することをさらに含む。
【００２３】
　[0023]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための装置を提供する。この装
置は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含むプローブ要求を送信するための手段を含む
。この装置は、タイムアウト期間を示すプローブ応答を受信するための手段をさらに含む
。この装置は、タイムアウト期間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省いた関連付け要
求を送信するための手段をさらに含む。
【００２４】
　[0024]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための装置を提供する。この装
置は、ワイヤレスデバイスからプローブ要求を受信するための手段を含む。この装置は、
共有アクセスポイント状態情報を含むプローブ応答を送信するための手段をさらに含む。
この装置は、ワイヤレスデバイスが共有アクセスポイント状態情報を記憶したという指示
を含む関連付け要求を受信するための手段をさらに含む。この装置は、共有アクセスポイ
ント状態情報を省いた関連付け応答を送信するための手段をさらに含む。
【００２５】
　[0025]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための装置を提供する。この装
置は、アクセスポイントにプローブ要求を送信するための手段を含む。この装置は、共有
アクセスポイント状態情報を含むプローブ応答を受信するための手段をさらに含む。この
装置は、共有アクセスポイント状態情報を記憶するための手段をさらに含む。この装置は
、ワイヤレスデバイスが共有アクセスポイント状態情報を記憶したという指示を含む関連
付け要求を送信するための手段をさらに含む。この装置は、共有アクセスポイント状態情
報を省いた関連付け応答を受信するための手段をさらに含む。
【００２６】
　[0026]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、送信電力指示を含むプローブ要求を受信す
るように構成された受信機を含む。この装置は、受信された送信電力を決定するように構
成されたプロセッサをさらに含む。プロセッサは、送信電力指示および受信された送信電
力に基づいて経路損失を推定するようにさらに構成される。この装置は、第１のプローブ
応答を第１のレートで送信するように構成された送信機を含む。送信機は、アクセスポイ
ントが、タイムアウト期間内に第１のプローブ応答に対する受領確認を受信しないとき、
第２のプローブ応答を第２のレートで送信するようにさらに構成され、第２のレートは第
１のレートよりも低い。
【００２７】
　[0027]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、送信電力指示を含むプローブ要求を送信す
るように構成された送信機を含む。この装置は、アクセスポイントから、第１または第２
のレートでプローブ応答を受信するように構成された受信機をさらに含み、第２のレート
は第１のレートよりも低い。送信機は、プローブ応答のレートに基づいて、プローブ応答
に対する受領確認を第１または第２のレートのいずれかで送信するようにさらに構成され
る。
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【００２８】
　[0028]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、送信電力指示を各々が含む１つまたは複数
のフレームを送信するように構成された送信機を含む。この装置は、プローブ要求を第１
のレートで受信するように構成された受信機をさらに含む。送信機は、プローブ応答を第
２のレートで送信するようにさらに構成され、第２のレートは第１のレートの関数である
。
【００２９】
　[0029]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信のための通信レートを決定するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、アクセスポイントから１つまたは複数のフ
レームを受信するように構成された受信機を含み、各フレームは送信電力指示を含む。こ
の装置は、送信電力指示に基づいてリンク品質を推定するように構成されたプロセッサを
さらに含む。この装置は、推定リンク品質に適合した第１のレートでプローブ要求を送信
するように構成された送信機をさらに含む。受信機は、第２のレートでプローブ応答を受
信するようにさらに構成され、第２のレートは第１のレートの関数である。
【００３０】
　[0030]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信ネットワークにおいて通信するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、プローブ要求を受信するように構成された
受信機を含む。この装置は、プローブ要求に応答してプローブ応答を生成するように構成
されたプロセッサをさらに含む。プロセッサは、プローブ要求中の指示、またはその中に
指示がないことに基づいて、条件付きで近隣報告情報をプローブ応答中に含めるようにさ
らに構成される。この装置は、プローブ応答をワイヤレスデバイスに送信するように構成
された送信機をさらに含む。
【００３１】
　[0031]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信ネットワークにおいて通信するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、近傍報告情報が記憶されるかどうか決定す
るように構成されたプロセッサを含む。この装置は、前記決定に基づいて、近隣報告情報
についての要求を条件付きで含むプローブ要求を送信するように構成された送信機をさら
に含む。この装置は、プローブ応答を受信するように構成された受信機をさらに含む。プ
ローブ要求が近隣報告情報についての要求を含むとき、プローブ応答は近隣報告情報を含
む。
【００３２】
　[0032]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信ネットワークにおいて通信するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含むプ
ローブ要求を受信するように構成された受信機を含む。この装置は、少なくともタイムア
ウト期間は共有ワイヤレスデバイス状態情報を記憶するように構成されたメモリをさらに
含む。この装置は、タイムアウト期間を示すプローブ応答を送信するように構成された送
信機をさらに含む。受信機は、タイムアウト期間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省
いた関連付け要求を受信するようにさらに構成される。
【００３３】
　[0033]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信ネットワークにおいて通信するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含むプ
ローブ要求を送信するように構成された送信機を含む。この装置は、タイムアウト期間を
示すプローブ応答を受信するように構成された受信機をさらに含む。送信機は、タイムア
ウト期間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省いた関連付け要求を送信するようにさら
に構成される。
【００３４】
　[0034]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信ネットワークにおいて通信するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、ワイヤレスデバイスからプローブ要求を受
信するように構成された受信機を含む。この装置は、共有アクセスポイント状態情報を含
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むプローブ応答を送信するように構成された送信機をさらに含む。受信機は、ワイヤレス
デバイスが共有アクセスポイント状態情報を記憶したという指示を含む関連付け要求を受
信するようにさらに構成される。送信機は、共有アクセスポイント状態情報を省いた関連
付け応答を送信するようにさらに構成される。
【００３５】
　[0035]　本開示の別の態様は、高効率ワイヤレス通信ネットワークにおいて通信するよ
うに構成された装置を提供する。この装置は、アクセスポイントにプローブ要求を送信す
るように構成された送信機を含む。この装置は、共有アクセスポイント状態情報を含むプ
ローブ応答を受信するように構成された受信機をさらに含む。この装置は、共有アクセス
ポイント状態情報を記憶するように構成されたメモリをさらに含む。送信機は、ワイヤレ
スデバイスが共有アクセスポイント状態情報を記憶したという指示を含む関連付け要求を
送信するようにさらに構成される。受信機は、共有アクセスポイント状態情報を省いた関
連付け応答を受信するようにさらに構成される。
【００３６】
　[0036]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、送信電力指示を含むプローブ要求を受信させるコードを含む。媒
体は、実行されたとき、装置に、受信された送信電力を決定させるコードをさらに含む。
媒体は、実行されたとき、装置に、送信電力指示および受信された送信電力に基づいて経
路損失を推定させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、第１のプロ
ーブ応答を第１のレートで送信させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装
置に、アクセスポイントが、タイムアウト期間内に第１のプローブ応答に対する受領確認
を受信しないとき、第２のプローブ応答を第２のレートで送信させるコードをさらに含み
、第２のレートは第１のレートよりも低い。
【００３７】
　[0037]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、送信電力指示を含むプローブ要求を送信させるコードを含む。媒
体は、実行されたとき、装置に、アクセスポイントから、第１または第２のレートでプロ
ーブ応答を受信させるコードをさらに含み、第２のレートは第１のレートよりも低い。媒
体は、実行されたとき、装置に、プローブ応答のレートに基づいて、プローブ応答に対す
る受領確認を第１または第２のレートのいずれかで送信させるコードをさらに含む。
【００３８】
　[0038]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、送信電力指示を各々が含む１つまたは複数のフレームを送信させ
るコードを含む。媒体は、実行されたとき、装置に、プローブ要求を第１のレートで受信
させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、プローブ応答を第２のレ
ートで送信させるコードをさらに含み、第２のレートは第１のレートの関数である。
【００３９】
　[0039]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、アクセスポイントから１つまたは複数のフレームを受信させるコ
ードを含み、各フレームは送信電力指示を含む。媒体は、実行されたとき、装置に、送信
電力指示に基づいてリンク品質を推定させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたと
き、装置に、推定リンク品質に適合した第１のレートでプローブ要求を送信させるコード
をさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、第２のレートでプローブ応答を受信さ
せるコードをさらに含み、第２のレートは第１のレートの関数である。
【００４０】
　[0040]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、プローブ要求を受信させるコードを含む。媒体は、実行されたと
き、装置を、プローブ要求に応答してプローブ応答を生成することに引き起こすコードを
さらに含む。媒体は、実行されたとき、装置を、プローブ要求中の指示、またはその中に
指示がないことに基づいて、近隣報告情報をプローブ応答中に条件付きで含めることに引
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き起こすコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、プローブ応答をワイヤ
レスデバイスへ送信させるコードをさらに含む。
【００４１】
　[0041]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、近傍報告情報が記憶されているかどうか決定させるコードを含む
。媒体は、実行されたとき、装置に、前記決定に基づいて、近隣報告情報についての要求
を条件付きで含むプローブ要求を送信させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたと
き、装置に、プローブ応答を受信させるコードをさらに含む。プローブ要求が近隣報告情
報についての要求を含むとき、プローブ応答は近隣報告情報を含む。
【００４２】
　[0042]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含むプローブ要求を受信させ
るコードを含む。媒体は、実行されたとき、装置に、少なくともタイムアウト期間は共有
ワイヤレスデバイス状態情報を記憶させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき
、装置に、タイムアウト期間を示すプローブ応答を送信させるコードをさらに含む。媒体
は、実行されたとき、装置に、タイムアウト期間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省
いた関連付け要求を受信させるコードをさらに含む。
【００４３】
　[0043]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含むプローブ要求を送信させ
るコードを含む。媒体は、実行されたとき、装置に、タイムアウト期間を示すプローブ応
答を受信させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、タイムアウト期
間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省いた関連付け要求を送信させるコードをさらに
含む。
【００４４】
　[0044]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、ワイヤレスデバイスからプローブ要求を受信させるコードを含む
。媒体は、実行されたとき、装置に、共有アクセスポイント状態情報を含むプローブ応答
を送信させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、ワイヤレスデバイ
スが共有アクセスポイント状態情報を記憶したという指示を含む関連付け要求を受信させ
るコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、共有アクセスポイント状態情
報を省いた関連付け応答を送信させるコードをさらに含む。
【００４５】
　[0045]　本開示の別の態様は、非一時的コンピュータ可読媒体を提供する。媒体は、実
行されたとき、装置に、アクセスポイントへプローブ要求を送信させるコードを含む。媒
体は、実行されたとき、装置に、共有アクセスポイント状態情報を含むプローブ応答を受
信させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、共有アクセスポイント
状態情報を記憶させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、ワイヤレ
スデバイスが共有アクセスポイント状態情報を記憶したという指示を含む関連付け要求を
送信させるコードをさらに含む。媒体は、実行されたとき、装置に、共有アクセスポイン
ト状態情報を省いた関連付け応答を受信させるコードをさらに含む。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】[0046]　本開示の態様が利用され得る例示的なワイヤレス通信システムを示す図
。
【図２】[0047]　図１のワイヤレス通信システム内で利用され得る例示的なワイヤレスデ
バイスの機能ブロック図。
【図３】[0048]　本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システムの実施形態を示す
図。
【図４】[0049]　図３のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の例示



(12) JP 2016-534650 A 2016.11.4

10

20

30

40

50

的な方法のフローチャート。
【図５】[0050]　図３のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の例示
的な方法のフローチャート。
【図６】[0051]　本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システムの実施形態を示す
図。
【図７】[0052]　図６のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の例示
的な方法のフローチャート。
【図８】[0053]　図６のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の例示
的な方法のフローチャート。
【図９】[0054]　本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システムの実施形態を示す
図。
【図１０】[0055]　図９のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の例
示的な方法のフローチャート。
【図１１】[0056]　図９のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の例
示的な方法のフローチャート。
【図１２】[0057]　本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システムの実施形態を示
す図。
【図１３】[0058]　図１２のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の
例示的な方法のフローチャート。
【図１４】[0059]　図１２のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の
例示的な方法のフローチャート。
【図１５】[0060]　本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システムの実施形態を示
す図。
【図１６】[0061]　図１５のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の
例示的な方法のフローチャート。
【図１７】[0062]　図１５のワイヤレス通信システム内で利用され得るワイヤレス通信の
例示的な方法のフローチャート。
【発明を実施するための形態】
【００４７】
　[0063]　以下、新規のシステム、装置、および方法の様々な態様について、添付の図面
を参照してより完全に説明する。しかしながら、本開示は、多くの異なる形態で実施され
得るものであり、本開示の全体を通して示される任意の特定の構造または機能に限定され
るものと解釈されるべきでない。そうではなくて、これらの態様は、本開示が十分なもの
であり、完全であるように、また本開示の範囲を当業者に十分伝えるように提供される。
本明細書での教示に基づいて、当業者は、本発明の任意の他の態様から独立して実装され
るか、または、本発明の任意の他の態様と組み合わされて実装されるかにかかわらず、本
開示の範囲が、本明細書で開示する新規のシステム、装置、および方法の任意の態様を包
含することを意図することを諒解するべきである。たとえば、本明細書で述べられる任意
の数の態様を使用して装置が実装されてよく、または方法が実施されてもよい。加えて、
本発明の範囲は、本明細書で示される本発明の様々な態様に加えて、またはそれら以外の
他の構造、機能性、もしくは構造と機能性とを使用して実践される装置または方法を包含
することが意図されている。本明細書で開示する任意の態様は、特許請求の範囲の１つま
たは複数の要素により実施されてもよいことを理解されたい。
【００４８】
　[0064]　特定の態様が本明細書で説明されるが、これらの態様の多くの変形および並べ
替えは、本開示の範囲内に属する。好ましい態様のいくつかの利益および利点が述べられ
るが、本開示の範囲は、特定の利点、使用、または目的に限定されることを意図しない。
むしろ、本開示の態様は、異なるワイヤレス技術、システム構成、ネットワーク、および
伝送プロトコルに広く適用可能なものであり、そのうちのいくつかが図面および好ましい
態様の以下の説明において例として示される。詳細な説明と図面とは、単に、限定的であ
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るのではなく本開示の実例となるものであり、本開示の範囲は、添付の特許請求の範囲と
その同等物とによって定義される。
【００４９】
　[0065]　普及しているワイヤレスネットワーク技術は、様々なタイプのワイヤレスロー
カルエリアネットワーク（ＷＬＡＮ）を含み得る。ＷＬＡＮは、広く使用されているネッ
トワーキングプロトコルを利用して、近くのデバイスを一緒に相互接続するために使用さ
れ得る。本明細書に記載される様々な態様は、ワイヤレスプロトコルなどの任意の通信規
格に適用することができる。
【００５０】
　[0066]　いくつかの態様では、ワイヤレス信号は、直交周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）
、直接シーケンススペクトル拡散（ＤＳＳＳ：direct-sequence spread spectrum）通信
、ＯＦＤＭ通信とＤＳＳＳ通信との組合せ、または他の方式を使用して、高効率８０２．
１１プロトコルに従って送信され得る。高効率８０２．１１プロトコルの実装形態は、イ
ンターネットアクセス、センサー、メータリング、スマートグリッドネットワーク、また
は他のワイヤレスアプリケーションに使用され得る。有利には、本明細書で開示される技
法を使用する高効率８０２．１１プロトコルを実装しているいくつかのデバイスの態様は
、同じエリアにおける増大したピアツーピアサービス（たとえば、Ｍｉｒａｃａｓｔ、Ｗ
ｉＦｉ　Ｄｉｒｅｃｔ（登録商標）　Ｓｅｒｖｉｃｅｓ、Ｓｏｃｉａｌ　ＷｉＦｉ（登録
商標）など）を可能にすること、増大したユーザ当たり最小スループット要件をサポート
すること、より多くのユーザをサポートすること、改善された屋外カバレージとロバスト
ネス（robustness）とをもたらすこと、および／または他のワイヤレスプロトコルを実装
しているデバイスよりも少ない電力を消費することを含み得る。
【００５１】
　[0067]　いくつかの実装形態では、ＷＬＡＮは、ワイヤレスネットワークにアクセスす
る構成要素である様々なデバイスを含む。たとえば、２つのタイプのデバイス、すなわち
アクセスポイント（「ＡＰ」）と（局または「ＳＴＡ」とも呼ばれる）クライアントとが
あり得る。概して、アクセスポイントはＷＬＡＮのためのハブまたは基地局として働くこ
とができ、ワイヤレスデバイスはＷＬＡＮのユーザとして働く。たとえば、ワイヤレスデ
バイスはラップトップコンピュータ、携帯情報端末（ＰＤＡ）、モバイルフォンなどであ
り得る。一例では、ワイヤレスデバイスは、インターネットまたは他のワイドエリアネッ
トワークへの一般的接続性を得るためにＷｉＦｉ（たとえば、ＩＥＥＥ　８０２．１１プ
ロトコル）準拠ワイヤレスリンクを介してアクセスポイントに接続する。いくつかの実装
形態では、ワイヤレスデバイスは、アクセスポイントとしても使用され得る。
【００５２】
　[0068]　アクセスポイント（「ＡＰ」）はまた、ノードＢ、無線ネットワークコントロ
ーラ（「ＲＮＣ」）、ｅノードＢ、基地局コントローラ（「ＢＳＣ」）、トランシーバ基
地局（「ＢＴＳ」）、基地局（「ＢＳ」）、トランシーバ機能（「ＴＦ」）、無線ルータ
、無線トランシーバ、もしくは何らかの他の用語を備え、それらのいずれかとして実装さ
れ、またはそれらのいずれかとして知られ得る。
【００５３】
　[0069]　局「ＳＴＡ」は、また、アクセス端末（「ＡＴ」）、加入者局、加入者ユニッ
ト、移動局、遠隔局、遠隔端末、ユーザ端末、ユーザエージェント、ユーザデバイス、ユ
ーザ機器、もしくは何らかの他の用語を備え、それらのいずれかとして実装され、または
それらのいずれかとして知られ得る。いくつかの実装形態では、アクセス端末は、セルラ
ー電話、コードレス電話、セッション開始プロトコル（ＳＩＰ）電話、ワイヤレスローカ
ルループ（ＷＬＬ）局、携帯情報端末（ＰＤＡ）、ワイヤレス接続能力を有するハンドヘ
ルドデバイス、またはワイヤレスモデムに接続された何らかの他の好適な処理デバイスを
備え得る。したがって、本明細書で教示される１つまたは複数の態様は、電話（たとえば
、セルラー電話もしくはスマートフォン）、コンピュータ（たとえば、ラップトップ）、
ポータブル通信デバイス、ヘッドセット、ポータブルコンピューティングデバイス（たと
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えば、個人情報端末）、娯楽デバイス（たとえば、音楽もしくはビデオデバイス、または
衛星ラジオ）、ゲームデバイスもしくはシステム、全地球測位システムデバイス、あるい
は、ワイヤレス媒体を介して通信するように構成された任意の他の適切なデバイスに組み
込まれ得る。
【００５４】
　[0070]　上述したように、様々な実施形態において、大量のチャネル時間（channel ti
me）がビーコンおよびプローブ応答によって消費され得る。これは、密なネットワークに
おいて特に当てはまり得る。ここで開示される一実施形態では、チャネル時間は、プロー
ブ応答などのフレームを高いレートで送信することによって削減され得る。いくつかの実
施形態では、プローブ応答が送られるレートは、本明細書に説明されるレート関数（rate
 function）により選択され得る。第３の実施形態では、チャネル時間は、局によって要
求されない限り、ビーコンおよびプローブ応答などのフレーム中の近隣情報（neighbor i
nformation）を省くことによって削減され得る。第４の実施形態は、プローブ要求と関連
付け要求との間で共有される少なくともある程度のデータを省くことによってチャネル時
間を削減する。第５の実施形態では、チャネル時間は、プローブ応答と関連付け応答との
間で共有される少なくともある程度のデータを省くことによって削減され得る。本明細書
で開示される実施形態によってもたらされるチャネル時間の削減の結果、全体的ネットワ
ーク効率の増大が生じ得る。
【００５５】
　[0071]　図１は、本開示の態様が利用され得る例示的なワイヤレス通信システム１００
を示す。ワイヤレス通信システム１００は、ワイヤレス規格、たとえば高効率８０２．１
１規格に従って動作し得る。ワイヤレス通信システム１００は、ワイヤレスデバイス１０
６と通信するアクセスポイント１０４を含み得る。
【００５６】
　[0072]　アクセスポイント１０４とワイヤレスデバイス１０６との間の、ワイヤレス通
信システム１００における送信のために、様々なプロセスおよび方法が使用され得る。た
とえば、信号は、ＯＦＤＭ／ＯＦＤＭＡ技法に従って、アクセスポイント１０４とワイヤ
レスデバイス１０６との間で送信および受信され得る。そうである場合、ワイヤレス通信
システム１００は、ＯＦＤＭ／ＯＦＤＭＡシステムと呼ばれることがある。代替的に、信
号は、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）技法に従って、アクセスポイント１０４とワイヤレ
スデバイス１０６との間で送信および受信され得る。そうである場合、ワイヤレス通信シ
ステム１００は、ＣＤＭＡシステムと呼ばれることがある。
【００５７】
　[0073]　アクセスポイント１０４からワイヤレスデバイス１０６のうちの１つまたは複
数への送信を容易にする通信リンクはダウンリンク（ＤＬ）１０８と呼ばれる場合があり
、ワイヤレスデバイス１０６のうちの１つまたは複数からアクセスポイント１０４への送
信を容易にする通信リンクはアップリンク（ＵＬ）１１０と呼ばれる場合がある。代替的
に、ダウンリンク１０８は順方向リンクまたは順方向チャネルと呼ばれることもあり、ア
ップリンク１１０は逆方向リンクまたは逆方向チャネルと呼ばれることもある。
【００５８】
　[0074]　アクセスポイント１０４は、基地局として働き、基本サービスエリア（ＢＳＡ
）１０２においてワイヤレス通信カバレージを与え得る。アクセスポイント１０４は、ア
クセスポイント１０４に関連付けられアクセスポイント１０４を通信のために使用するワ
イヤレスデバイス１０６とともに、基本サービスセット（ＢＳＳ：basic service set）
と呼ばれることがある。ワイヤレス通信システム１００は、中央アクセスポイント１０４
を有していない場合があり、むしろ、ワイヤレスデバイス１０６間のピアツーピアネット
ワークとして機能する場合があることに留意されたい。したがって、本明細書に記載する
アクセスポイント１０４の機能は、ワイヤレスデバイス１０６のうちの１つまたは複数に
よって代替的に実施される場合がある。
【００５９】
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　[0075]　いくつかの態様では、ワイヤレスデバイス１０６は、アクセスポイント１０４
に通信を送信し、および／またはアクセスポイント１０４から通信を受信するために、ア
クセスポイント１０４と関連付けることが必要とされ得る。一態様では、関連付けるため
の情報は、アクセスポイント１０４によるブロードキャストに含まれる。そのようなブロ
ードキャストを受信するために、ワイヤレスデバイス１０６は、たとえば、カバレージ領
域にわたって広カバレージ探索（broad coverage search）を実施し得る。探索はまた、
ワイヤレスデバイス１０６によって、たとえば、灯台方式でカバレージ領域をスイープす
ることによって実施され得る。関連付けるための情報を受信した後、ワイヤレスデバイス
１０６は、関連付けプローブまたは要求などの基準信号をアクセスポイント１０４に送信
することができる。いくつかの態様では、アクセスポイント１０４は、たとえば、インタ
ーネットまたは公衆交換電話網（ＰＳＴＮ：public switched telephone network）など
のより大きいネットワークと通信するために、バックホールサービスを使用することがで
きる。
【００６０】
　[0076]　図２は、図１のワイヤレス通信システム１００内で利用され得るワイヤレスデ
バイス４０２の例示的な機能ブロック図を示す。ワイヤレスデバイス４０２は、本明細書
で説明される様々な方法を実施するために構成され得るデバイスの一例である。たとえば
、ワイヤレスデバイス４０２は、アクセスポイント１０４、ワイヤレスデバイス１０６の
うちの１つを備え得る。
【００６１】
　[0077]　ワイヤレスデバイス４０２は、ワイヤレスデバイス４０２の動作を制御するプ
ロセッサ４０４を含み得る。プロセッサ４０４は、中央処理ユニット（ＣＰＵ）と呼ばれ
る場合もある。読取り専用メモリ（ＲＯＭ）とランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）の両方
を含み得るメモリ４０６は、命令とデータとをプロセッサ４０４に提供し得る。メモリ４
０６の一部はまた、不揮発性ランダムアクセスメモリ（ＮＶＲＡＭ）を含み得る。プロセ
ッサ４０４は、通常は、メモリ４０６内に記憶されたプログラム命令に基づいて、論理演
算と算術演算とを実施する。メモリ４０６中の命令は、本明細書に記載される方法を実施
するように実行可能であり得る。
【００６２】
　[0078]　プロセッサ４０４は、１つもしくは複数のプロセッサによって実装された処理
システムを備えてよく、またはその構成要素であってよい。１つまたは複数のプロセッサ
は、汎用マイクロプロセッサ、マイクロコントローラ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ
）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、プログラマブル論理デバイス
（ＰＬＤ）、コントローラ、状態機械、ゲート論理、個別ハードウェア構成要素、専用ハ
ードウェア有限状態機械、または情報の算出もしくは他の操作を実施することができる任
意の他の適切なエンティティの任意の組合せにより実装される場合がある。
【００６３】
　[0079]　処理システムは、ソフトウェアを記憶するための機械可読媒体を含む場合もあ
る。ソフトウェアは、ソフトウェア、ファームウェア、ミドルウェア、マイクロコード、
ハードウェア記述言語、または他の用語の名称にかかわらず、任意のタイプの命令を意味
するように広く解釈されるものとする。命令は、（たとえば、ソースコードフォーマット
、バイナリコードフォーマット、実行可能コードフォーマット、または任意の他の適切な
コードのフォーマットの）コードを含む場合がある。命令は、１つまたは複数のプロセッ
サによって実行されたとき、処理システムに、本明細書で説明する様々な機能を実施させ
る。
【００６４】
　[0080]　ワイヤレスデバイス４０２はまた、ワイヤレスデバイス４０２と遠隔ロケーシ
ョンとの間のデータの送信と受信とを可能にするために送信機４１０および／または受信
機４１２を含み得るハウジング４０８を含み得る。送信機４１０と受信機４１２はトラン
シーバ４１４へと組み合わされ得る。アンテナ４１６は、ハウジング４０８に取り付けら
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れ、トランシーバ４１４に電気的に結合され得る。ワイヤレスデバイス４０２は、複数の
送信機、複数の受信機、複数のトランシーバ、および／または複数のアンテナも含み得る
（図示せず）。
【００６５】
　[0081]　ワイヤレスデバイス４０２は、トランシーバ４１４によって受信された信号の
レベルを検出し、定量化するために使用され得る信号検出器４１８を含み得る。信号検出
器４１８は、総エネルギー、シンボルごとのサブキャリア当たりのエネルギー、電力スペ
クトル密度、および他の信号などの信号を検出することができる。ワイヤレスデバイス４
０２は、信号を処理する際に使用するデジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）４２０も含み得
る。ＤＳＰ４２０は、送信のためのパケットを生成するように構成され得る。いくつかの
態様では、パケットは物理レイヤデータユニット（ＰＰＤＵ：physical layer data unit
）を備え得る。
【００６６】
　[0082]　いくつかの態様では、ワイヤレスデバイス４０２は、ユーザインターフェース
４２２をさらに備え得る。ユーザインターフェース４２２は、キーパッド、マイクロホン
、スピーカー、および／またはディスプレイを備え得る。ユーザインターフェース４２２
は、ワイヤレスデバイス４０２のユーザに情報を伝え、および／またはユーザからの入力
を受信する、任意の要素または構成要素を含み得る。
【００６７】
　[0083]　ワイヤレスデバイス４０２の様々な構成要素は、バスシステム４２６によって
ともに結合され得る。バスシステム４２６は、データバス、ならびに、たとえば電力バス
、制御信号バス、およびステータス信号バスを、データバスに加えて含み得る。ワイヤレ
スデバイス４０２の構成要素は、何らかの他の機構を使って、ともに結合され、または互
いへの入力を受け付け、もしくは与え得ることが、当業者には諒解されよう。
【００６８】
　[0084]　いくつかの別個の構成要素が図２に示されているが、構成要素のうちの１つま
たは複数が組み合わされるか、または共通に実装される場合があることを、当業者なら認
識されよう。たとえば、プロセッサ４０４は、プロセッサ４０４に関して上述された機能
を実装するためだけでなく、信号検出器４１８および／またはＤＳＰ４２０に関して上述
された機能を実装するためにも使用され得る。さらに、図２に示される構成要素の各々は
、複数の別個の要素を用いて実装され得る。
【００６９】
　[0085]　ワイヤレスデバイス４０２は、アクセスポイント１０４、ワイヤレスデバイス
１０６、アクセスポイント２５４、ワイヤレスデバイス２５６、および／またはアクセス
ポイント３０４を備えてよく、通信を送信および／または受信するのに使用されてよい。
つまり、アクセスポイント１０４、ワイヤレスデバイス１０６、アクセスポイント２５４
、ワイヤレスデバイス２５６、またはアクセスポイント３０４のいずれかが、送信機また
は受信機デバイスとして働き得る。いくつかの態様は、信号検出器４１８が、送信機また
は受信機の存在を検出するために、メモリ４０６およびプロセッサ４０４上で動作してい
るソフトウェアによって使用されることを企図する。
【００７０】
　受領確認によるレート選択（Rate Selection via Acknowledgement）
　[0086]　上述したように、様々な実施形態において、大量のチャネル時間がビーコンお
よびプローブ応答によって消費され得る。これは、密なネットワークにおいて特に当ては
まり得る。一実施形態では、チャネル時間は、プローブ応答などのフレームを高いレート
で送信することによって削減され得る。いくつかの実施形態では、最も高い機能の変調お
よびコーディング方式（ＭＣＳ：modulation and coding scheme）が決定され得る。チャ
ネル時間の削減は、全体的ネットワーク効率を増大させ得る。いくつかの実施形態では、
レートは、本明細書に記載されるプローブ応答および受領確認システムにより選択され得
る。
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【００７１】
　[0087]　図３は、本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システム５００の実施形
態を示す。示すように、ワイヤレス通信システム５００は、アクセスポイント１０４とワ
イヤレスデバイス１０６とを含む。ワイヤレス通信システム５００は、図１に関して上記
で説明したワイヤレス通信システム１００と同様であってよい。たとえば、アクセスポイ
ント１０４は図１に示されるアクセスポイント１０４を含んでよく、ワイヤレスデバイス
１０６は、図１に示されるワイヤレスデバイス１０６ａ～１０６ｄのうちのいずれを含ん
でもよい。様々な実施形態において、アクセスポイント１０４および／またはワイヤレス
デバイス１０６は、ワイヤレスデバイス４０２（図２）または他のどの適したデバイスも
含み得る。
【００７２】
　[0088]　図３は、アクセスポイント１０４とワイヤレスデバイス１０６との間の例示的
な通信交換を示す。図示される通信交換において、アクセスポイント１０４は、通信レー
トを決定するように構成される。たとえば、アクセスポイント１０４は、最も高い有効Ｍ
ＣＳを決定するように構成され得る。本明細書では、図示される通信は、特定の順序に関
して示され、説明され得るが、様々な実施形態では、本明細書の通信は異なる順序で実施
されるか、または省略されてよく、さらなる通信が追加されてよい。
【００７３】
　[0089]　最初に、ワイヤレスデバイス１０６はプローブ要求５１０を送信する。プロー
ブ要求５１０は送信電力指示を含む。いくつかの実施形態では、プローブ要求５１０は、
ワイヤレスデバイスの１０６の能力の１つまたは複数の追加指示をさらに含む。たとえば
、プローブ要求５１０は、ワイヤレスデバイス１０６上の送信および／または受信アンテ
ナの数を含み得る。
【００７４】
　[0090]　アクセスポイント１０４は、プローブ要求５１０に基づいて、受信された送信
電力を決定する。アクセスポイント１０４は、送信電力指示、受信された送信電力、およ
びワイヤレスデバイスの１０６の能力の指示のうちの１つまたは複数に基づいて、経路損
失をさらに推定することができる。アクセスポイント１０４は、プローブ要求および受信
された電力指示に基づいて、通信パラメータ（communication parameter）の第１のセッ
トを決定することができる。通信パラメータは、アクセスポイントと宛先デバイスとの間
で特定の送信がどのように起こるかを制御することができる。たとえば、アクセスポイン
ト１０４は、プローブ応答を送信するための第１のデータレートまたはＭＣＳを決定する
ことができる。第１のデータレートまたはＭＣＳは、推定経路損失に基づき得る。
【００７５】
　[0091]　次いで、アクセスポイント１０４は、第１のデータレートまたはＭＣＳを定義
する通信パラメータの第１のセットを使うか、またはそれに基づいて、第１のプローブ応
答５２０を送信する。いくつかの実施形態では、第１のデータレートまたはＭＣＳはネッ
トワーク特性に適合せず、ワイヤレスデバイス１０６は第１のプローブ応答５２０を受信
しない。他の実施形態では、第１のデータレートまたはＭＣＳはネットワーク特性に適合
し、ワイヤレスデバイス１０６は第１のプローブ応答５２０を受信し得る（図示せず）。
【００７６】
　[0092]　アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６が第１のプローブ応答
５２０を受領確認するのを、タイムアウト期間だけ待てばよい。ワイヤレスデバイス１０
６が第１のプローブ応答５２０を受信する実施形態において、ワイヤレスデバイス１０６
は、タイムアウト期間内に、通信パラメータの第１のセットを使う第１のプローブ応答５
２０を受領確認すればよい。ワイヤレスデバイス１０６がタイムアウト期間内に第１のプ
ローブ応答５２０を受領確認しない実施形態における実施形態において、アクセスポイン
ト１０４は、第２のデータレートまたはＭＣＳを定義する通信パラメータの第２のセット
を選択すればよい。
【００７７】
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　[0093]　次に、アクセスポイント１０４は、通信パラメータの第２のセットを使用して
第２のプローブ応答５３０を送信すればよい。様々な実施形態において、通信パラメータ
の第２のセットによって定義される第２のデータレートは、第１のデータレートよりも低
くてよい。いくつかの実施形態では、第２のデータレートは、第１のデータレートの後の
次に低い利用可能レートまたはＭＣＳであってよい。図示の実施形態では、ワイヤレスデ
バイス１０６は第２のプローブ応答５３０を受信する。ワイヤレスデバイス１０６がプロ
ーブ応答を受信しないか、または受領確認しない他の実施形態では、アクセスポイント１
０４は、連続的により低いレートまたはＭＣＳを各々が定義する、通信パラメータの第３
、第４、および第５のセットを使って、たとえば応答の閾数（threshold number）まで、
連続するプローブ応答を送り続けてよい。
【００７８】
　[0094]　その後、ワイヤレスデバイス１０６は第２のプローブ応答５３０を受領確認す
る。ワイヤレスデバイス１０６は、メディアアクセス制御（ＭＡＣ）レベル受領確認を使
って、第２のプローブ応答５３０を受領確認することができる。様々な実施形態において
、ワイヤレスデバイス１０６は、受領確認および／またはアクセスポイント１０４との連
続する通信のために、通信パラメータの第２のセットを使うことができる。同様に、アク
セスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６との連続する通信のために、通信パラ
メータの第２のセットを使い続けることができる。
【００７９】
　[0095]　図４は、図５のワイヤレス通信システム５００内で利用され得るワイヤレス通
信の例示的な方法のためのフローチャート６００を示す。この方法は、図２に示されるワ
イヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全体または一
部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイヤレス通信
システム６０、図３を参照して上で論じたワイヤレス通信システム５００、および図２を
参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが、図示する方法は
、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスによっても実装され
得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特定の順序に関して
説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序で実施され、また
は省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【００８０】
　[0096]　方法６００は、２つの通信しているワイヤレスデバイスのうちの１つによって
使われ得る。方法６００は、デバイスのうちの１つが、知られている方法と比較してワイ
ヤレス媒体の使用を改善する、２つのデバイスの間の送信用の通信パラメータを決定でき
るようにし得る。たとえば、方法６００の使用により、デバイスは、プローブ応答の送信
のネットワーク使用を改善する、プローブ応答を送信するのに使われる通信パラメータの
セットを決定できるようになり得る。この決定された通信パラメータセットは次いで、他
のタイプのフレームにも適用されてよく、ネットワーク使用に対するさらなる改善をもた
らす。
【００８１】
　[0097]　最初に、ブロック６１０において、アクセスポイントが、送信電力指示を含む
プローブ要求を受信する。たとえば、アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１
０６からプローブ要求５１０を受信し得る。プローブ要求は、送信電力指示を決定するた
めに、アクセスポイントによって復号され得る。様々な実施形態において、プローブ要求
は、たとえばワイヤレスデバイス１０６のアンテナの数など、１つまたは複数の受信能力
指示（receive capability indication）をさらに含み得る。アクセスポイントは、含ま
れる受信能力指示のうちの１つまたは複数を決定するために、プローブ要求をさらに復号
してよい。
【００８２】
　[0098]　次いで、ブロック６２０において、アクセスポイントは、受信された送信電力
を決定する。たとえば、アクセスポイント１０４は、プローブ要求５１０について、受信
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された送信電力を決定し得る。
【００８３】
　[0099]　次に、ブロック６３０において、アクセスポイントは、送信電力指示および受
信された送信電力に基づいて経路損失を推定する。たとえば、アクセスポイント１０４は
、プローブ要求５１０に基づいて、ワイヤレスデバイス１０６までの経路損失を決定する
ことができる。いくつかの実施形態では、アクセスポイントは、いくつかの態様における
ワイヤレスデバイス１０のアンテナの数など、１つまたは複数の受信能力指示にさらに基
づいて、経路損失を推定することができる。
【００８４】
　[00100]　次いで、ブロック６４０において、アクセスポイントは、第１のデータレー
トを定義する通信パラメータの第１のセットを使う、またはそれに基づいて、第１のプロ
ーブ応答を送信する。たとえば、アクセスポイント１０４は、推定経路損失（estimated 
path loss）に基づいて、第１のデータレートでワイヤレスデバイス１０６に第１のプロ
ーブ応答５２０を送信することができる。いくつかの態様において、通信パラメータの第
１のセットは、第１の変調コーディング方式（ＭＣＳ：modulation coding scheme）を定
義する。
【００８５】
　[00101]　その後、ブロック６５０において、アクセスポイントが、タイムアウト期間
内に第１のプローブ応答に対する受領確認を受信しないとき、アクセスポイントは、第２
のデータレートを定義する通信パラメータの第２のセットを使うか、またはそれに基づい
て、第２のプローブ応答を送信する。いくつかの態様において、アクセスポイントが待っ
ている受領確認メッセージはメディアアクセス制御（ＭＡＣ：media access control）レ
ベルの受領確認である。
【００８６】
　[00102]　第２のデータレートは第１のデータレートよりも低い。たとえば、アクセス
ポイント１０４は、第２のデータレートで、ワイヤレスデバイス１０６に第２のプローブ
応答５３０を送信し得る。ある実施形態において、第２のデータレートは、第１のデータ
レートから次に低いＭＣＳであり得る。
【００８７】
　[00103]　上述したように、様々な実施形態において、アクセスポイントは、通信パラ
メータの第３、第４、または第５のセットを使用してプローブ応答を再送信し続けること
ができ、通信パラメータの各セットは、次第に低下するレートを、たとえば受領確認が受
信されるまで、再伝送の最大数まで定義する。もし、ワイヤレスデバイス１０６がプロー
ブ応答を受領確認したとき、アクセスポイント１０４および／またはワイヤレスデバイス
１０６は、受領確認が成功した通信パラメータのセットを、さらなる通信用に選択すれば
よい。たとえば、いくつかの態様において、受領確認されたプローブ応答を送信するのに
使われるレートは、デバイスとのさらなる通信のために選択され得る。
【００８８】
　[00104]　一実施形態では、図４に示す方法は、受信回路と、決定回路と、推定回路と
、送信回路とを含むことができるワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデバ
イスが、本明細書で説明する簡略化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を有
することができることを、当業者は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデバ
イスは、特許請求の範囲内の実装形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために有
用なそれらの構成要素のみを含む。
【００８９】
　[00105]　受信回路は、プローブ要求を受信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、受信回路は、図４の少なくともブロック６１０を実施するように構成され得る
。受信回路は、プロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６（図
２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつか
の実装形態では、受信するための手段が受信回路を含み得る。
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【００９０】
　[00106]　決定回路は、受信された送信電力を決定するように構成され得る。いくつか
の実施形態では、決定回路は、図４の少なくともブロック６２０を実施するように構成さ
れ得る。決定回路は、プロセッサ４０４（図２）、ＤＳＰ４２０、信号検出器４１８（図
２）、受信機４１２（図２）、およびメモリ４０６（図２）のうちの１つまたは複数を含
み得る。いくつかの実装形態では、決定するための手段が決定回路を含み得る。
【００９１】
　[00107]　推定回路は、経路損失を推定するように構成され得る。いくつかの実施形態
では、推定回路は、図４の少なくともブロック６３０を実施するように構成され得る。推
定回路は、プロセッサ４０４（図２）、ＤＳＰ４２０、信号検出器４１８（図２）、受信
機４１２（図２）、およびメモリ４０６（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。い
くつかの実装形態では、推定するための手段が推定回路を含み得る。
【００９２】
　[00108]　送信回路は、プローブ応答を送信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、送信回路は、図４の少なくともブロック６４０および／または６５０を実施す
るように構成され得る。送信回路は、プロセッサ４０４（図２）、送信機４１０（図２）
、アンテナ４１６（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数
を含み得る。いくつかの実装形態では、送信するための手段が送信回路を含み得る。
【００９３】
　[00109]　方法７００は、２つの通信しているワイヤレスデバイスのうちの１つによっ
て使われ得る。方法７００は、デバイスのうちの１つが、知られている方法と比較してワ
イヤレス媒体の使用を改善する、２つのデバイスの間の送信用の通信パラメータを決定で
きるようにし得る。たとえば、方法７００の使用により、デバイスは、プローブ応答の送
信のネットワーク使用を改善する、プローブ応答を送信するのに使われる通信パラメータ
のセットを決定できるようになり得る。この決定された通信パラメータセットは次いで、
他のタイプのフレームにも適用されてよく、ネットワーク使用に対するさらなる改善をも
たらす。
【００９４】
　[00110]　図５は、図３のワイヤレス通信システム５００内で利用され得るワイヤレス
通信の例示的な方法のためのフローチャート７００を示す。この方法は、図２に示される
ワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全体または
一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイヤレス通
信システム７０、図３を参照して上で論じたワイヤレス通信システム５００、および図２
を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが、図示する方法
は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスによっても実装さ
れ得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特定の順序に関し
て説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序で実施され、ま
たは省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【００９５】
　[00111]　最初に、ブロック７１０において、ワイヤレスデバイスはプローブ要求を送
信する。プローブ要求は送信電力指示を含む。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、
アクセスポイント１０４にプローブ要求５１０を送信することができる。いくつかの実施
形態では、プローブ要求は、ワイヤレスデバイスの１つまたは複数の受信能力を含み得る
。たとえば、プローブ要求は、ワイヤレスデバイス上に存在するアンテナの数を示す受信
能力を含み得る。
【００９６】
　[00112]　次いで、ブロック７２０において、ワイヤレスデバイスは、第１のデータレ
ートを定義する通信パラメータの第１のセットまたは第２のデータレートを定義する通信
パラメータの第２のセットのいずれかを使用してプローブ応答を受信する。たとえば、ワ
イヤレスデバイス１０６は、第１のプローブ応答５２０または第２のプローブ応答５３０



(21) JP 2016-534650 A 2016.11.4

10

20

30

40

50

のいずれかをアクセスポイント１０４から受信し得る。通信パラメータの第１および／ま
たは第２のセットは、ＭＣＳを定義し得る。
【００９７】
　[00113]　その後、ブロック７３０において、ワイヤレスデバイスは、プローブ応答を
受信するのに使われる通信パラメータに基づいて、通信パラメータの第１または第２のセ
ットのいずれかを使って、プローブ応答に対する受領確認を送信する。いくつかの態様に
おいて、送信される受領確認はメディアアクセス制御（ＭＡＣ）レベル受領確認である。
【００９８】
　[00114]　いくつかの態様において、ワイヤレスデバイス１０６が通信パラメータの第
２のセットを使って第２のプローブ応答５３０を受信したとき、ワイヤレスデバイス１０
６は、通信パラメータの第２のセットを使って、アクセスポイント１０４に受領確認５４
０を送信することができる。ワイヤレスデバイス１０６が通信パラメータの第１のセット
を使って第１のプローブ応答５２０を受信する実施形態において、ワイヤレスデバイス１
０６は、通信パラメータの第１のセットを使ってアクセスポイント１０４に受領確認を送
信すればよい。
【００９９】
　[00115]　一実施形態では、図５に示された方法は、送信回路と受信回路とを含み得る
ワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデバイスが、本明細書で説明する簡略
化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を有することができることを、当業者
は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデバイスは、特許請求の範囲内の実装
形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために有用なそれらの構成要素のみを含む
。
【０１００】
　[00116]　送信回路は、プローブ要求および／または受領確認を送信するように構成さ
れ得る。いくつかの実施形態では、送信回路は、図５の少なくともブロック７１０および
／または７３０を実施するように構成され得る。送信回路は、プロセッサ４０４（図２）
、送信機４１０（図２）、アンテナ４１６（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）
のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、送信するための手段が送
信回路を含み得る。
【０１０１】
　[00117]　受信回路は、プローブ応答を受信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、受信回路は、図５の少なくともブロック７２０を実施するように構成され得る
。受信回路は、プロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６（図
２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつか
の実装形態では、受信するための手段が受信回路を含み得る。
【０１０２】
　関数によるレート選択（Rate Selection via Function）
　[00118]　上述したように、様々な実施形態において、大量のチャネル時間がビーコン
およびプローブ応答によって消費され得る。これは、密なネットワークにおいて特に当て
はまり得る。一実施形態では、チャネル時間は、プローブ応答などのフレームを高いレー
トで送信することによって削減され得る。いくつかの実施形態では、最も高い機能の変調
およびコーディング方式（ＭＣＳ）が決定され得る。チャネル時間の削減は、全体的ネッ
トワーク効率（overall network efficiency）を増大させ得る。いくつかの実施形態では
、レートは、本明細書に記載されるプローブ要求および応答機能により選択され得る。
【０１０３】
　[00119]　図６は、本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システム８００の実施
形態を示す。示すように、ワイヤレス通信システム８００は、アクセスポイント１０４と
ワイヤレスデバイス１０６とを含む。ワイヤレス通信システム８００は、図１に関して上
記で説明したワイヤレス通信システム１００と同様であってよい。たとえば、アクセスポ
イント１０４は図１に示されるアクセスポイント１０４を含んでよく、ワイヤレスデバイ
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ス１０６は、図１に示されるワイヤレスデバイス１０６ａ～１０６ｄのうちのいずれを含
んでもよい。様々な実施形態において、アクセスポイント１０４および／またはワイヤレ
スデバイス１０６は、ワイヤレスデバイス４０２（図２）または他のどの適したデバイス
も含み得る。
【０１０４】
　[00120]　図６は、アクセスポイント１０４とワイヤレスデバイス１０６との間の例示
的な通信交換を示す。図示される通信交換において、アクセスポイント１０４は、通信レ
ートを決定するように構成される。たとえば、アクセスポイント１０４は、最も高い有効
ＭＣＳを決定するように構成され得る。本明細書では、図示される通信は、特定の順序に
関して示され、説明され得るが、様々な実施形態では、本明細書の通信は異なる順序で実
施されるか、または省略されてよく、さらなる通信が追加されてよい。
【０１０５】
　[00121]　最初に、アクセスポイント１０４は、送信電力指示を各々が含む１つまたは
複数のフレーム８１０を送信する。いくつかの実施形態では、１つまたは複数のフレーム
８１０は、それぞれ、アクセスポイント１０４の能力の１つまたは複数の追加指示をさら
に含むことができる。たとえば、フレーム８１０は、アクセスポイント１０４上の複数の
送信および／または受信アンテナを含み得る。
【０１０６】
　[00122]　ワイヤレスデバイス１０６は、フレーム８１０に基づいて、受信された送信
電力を決定することができる。ワイヤレスデバイス１０６は、送信電力指示、受信された
送信電力、およびＡｐ１０４の能力の指示のうちの１つまたは複数に基づいて、経路損失
をさらに推定することができる。ワイヤレスデバイス１０６は、プローブ要求を送信する
ための通信パラメータの第１のセットを決定することができる。たとえば、ワイヤレスデ
バイス１０６は、プローブ要求を送信するための第１のコーディングレートまたはＭＣＳ
を決定することができる。第１のデータレートまたはＭＣＳは、推定経路損失に基づき得
る。次いで、ワイヤレスデバイス１０６は、通信パラメータの第１のセットを使用してプ
ローブ要求８２０を送信する。
【０１０７】
　[00123]　次に、アクセスポイント１０４は、通信パラメータの第２のセットを使うか
、またはそれに基づいて、プローブ応答８３０を送信してよい。たとえば、プローブ応答
８３０は、第２のコーディングレートまたはＭＣＳで送信され得る。様々な実施形態にお
いて、通信パラメータの第２のセットは、通信パラメータの第１のセットの関数であり得
る。たとえば、通信パラメータの第２のセットは、通信パラメータの第２のセットの、通
信パラメータの第１のセットへの直接マッピングであり得る。いくつかの実施形態では、
関数は、通信パラメータの第２のセットの第２のデータレートが、通信パラメータの第１
のセットによって定義される第１のデータレート以下であり得ることを示し得る。いくつ
かの実施形態では、関数は、送信電力指示、送信電力測定値、受信電力指示、および受信
電力測定値のうちの１つまたは複数などの追加要因を含み得る。いくつかの実施形態では
、通信パラメータの第２のセットは、特定の通信パラメータについて、通信パラメータの
第１のセットと等しくてよい。
【０１０８】
　[00124]　図７は、図６のワイヤレス通信システム８００内で利用され得るワイヤレス
通信の例示的な方法のためのフローチャート９００を示す。この方法は、図２に示される
ワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全体または
一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイヤレス通
信システム１００、図６を参照して上で論じたワイヤレス通信システム８００、および図
２を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが、図示する方
法は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスによっても実装
され得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特定の順序に関
して説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序で実施され、
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または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【０１０９】
　[00125]　いくつかの態様において、方法９００は、２つの通信しているデバイスのう
ちの１つによって、２つのデバイスの間のリンクの品質に適した通信パラメータを共同で
決定するのに使われる。これにより、送信速度の増大、したがって、いくつかの態様では
、ワイヤレス媒体帯域幅のより効率的な使用が可能になり得る。たとえば、あるデバイス
から別のデバイスに送信された複数のフレームに基づいてＭＣＳを決定するいくつかの態
様によって、２つのデバイスの間でプローブ要求と応答とを交換するのに使われるＭＣＳ
が増大され、知られている方法において使われ得るＭＣＳに関し得る。プローブトラフィ
ック（probe traffic）は、いくつかのネットワーク上でワイヤレストラフィックのうち
の大幅な割合を備え得るので、プローブメッセージを送信するのに使われるＭＣＳを増大
させると、知られている方法と比較して、ワイヤレス媒体の使用を改善することができる
。
【０１１０】
　[00126]　最初に、ブロック９１０において、アクセスポイントは１つまたは複数のフ
レームを送信する。各フレームは送信電力指示を含む。フレームは、たとえば、ビーコン
、短いビーコン、ブロードキャストフレーム、プローブ応答などを含み得る。たとえば、
アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６に１つまたは複数のビーコンフレ
ーム（beacon frame）を送信し得る。
【０１１１】
　[00127]　次に、ブロック９２０において、アクセスポイントは、通信パラメータの第
１のセットを使うか、またはそれに基づいてプローブ要求を受信する。通信パラメータの
第１のセットは、ブロック９２０の受信プロセスがどのように実施されるかを制御し得る
。たとえば、通信パラメータの第１のセットは、プローブ要求を受信するのに使われるＭ
ＣＳを定義し得る。ＭＣＳは、プローブ要求を受信するのに使われるコーディングレート
（coding rate）を定義し得る。アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６
からプローブ要求８２０を受信し得る。いくつかの実施形態では、アクセスポイント１０
４は、たとえば上述した関数に従って、通信パラメータの第１のセットに基づいて、通信
パラメータの第２のセットを決定することができる。
【０１１２】
　[00128]　次いで、ブロック９３０において、アクセスポイントは、通信パラメータの
第２のセットを使うか、またはそれに基づいてプローブ応答を送信する。たとえば、アク
セスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６にプローブ応答８３０を送信すること
ができる。様々な実施形態において、アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１
０６との今後の通信のために、通信パラメータの第２のセットを使い続けることができる
。
【０１１３】
　[00129]　一実施形態では、図７に示された方法は、送信回路と受信回路とを含み得る
ワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデバイスが、本明細書で説明する簡略
化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を有することができることを、当業者
は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデバイスは、特許請求の範囲内の実装
形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために有用なそれらの構成要素のみを含む
。
【０１１４】
　[00130]　送信回路は、１つまたは複数のフレームを送信するように構成され得る。い
くつかの実施形態では、送信回路は、図７の少なくともブロック９１０および／または９
３０を実施するように構成され得る。送信回路は、プロセッサ４０４（図２）、送信機４
１０（図２）、アンテナ４１６（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１
つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、送信するための手段が送信回路を含
み得る。
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【０１１５】
　[00131]　受信回路は、プローブ要求を受信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、受信回路は、図７の少なくともブロック９２０を実施するように構成され得る
。受信回路は、プロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６（図
２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつか
の実装形態では、受信するための手段が受信回路を含み得る。
【０１１６】
　[00132]　図８は、図６のワイヤレス通信システム８００内で利用され得るワイヤレス
通信の例示的な方法のためのフローチャート１０００を示す。この方法は、図２に示され
るワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全体また
は一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイヤレス
通信システム１００、図６を参照して上で論じたワイヤレス通信システム８００、および
図２を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが、図示する
方法は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスによっても実
装され得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特定の順序に
関して説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序で実施され
、または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【０１１７】
　[00133]　いくつかの態様において、方法１０００は、２つの通信しているデバイスの
うちの１つによって、２つのデバイスの間のリンクの品質に適した通信パラメータを共同
で決定するのに使われる。これにより、送信速度の増大、したがって、いくつかの態様で
は、ワイヤレス媒体帯域幅のより効率的な使用が可能になり得る。たとえば、あるデバイ
スから別のデバイスに送信された複数のフレームに基づいてＭＣＳを決定するいくつかの
態様によって、２つのデバイスの間でプローブ要求と応答とを交換するのに使われるＭＣ
Ｓが増大され、知られている方法において使われ得るＭＣＳに関し得る。プローブトラフ
ィックは、いくつかのネットワーク上でワイヤレストラフィックのうちの大幅な割合を備
え得るので、プローブメッセージを送信するのに使われるＭＣＳを増大させると、知られ
ている方法と比較して、ワイヤレス媒体の使用を改善することができる。
【０１１８】
　[00134]　最初に、ブロック１０１０において、ワイヤレスデバイスは、アクセスポイ
ントから１つまたは複数のフレームを受信する。各フレームは、送信電力指示を決定する
ために復号され得る。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、アクセスポイント１０４
からフレーム８１０を受信することができる。
【０１１９】
　[00135]　次に、ブロック１０２０において、ワイヤレスデバイスは、１つまたは複数
の受信された送信電力指示に基づいてリンク品質を推定する。たとえば、ワイヤレスデバ
イス１０６は、送信電力指示、受信された電力測定値、および／またはアクセスポイント
１０４についての受信能力情報などのうちの１つまたは複数に基づいて、アクセスポイン
ト１０４へのリンク品質を推定することができる。
【０１２０】
　[00136]　次いで、ブロック１０３０において、ワイヤレスデバイスは、推定リンク品
質に基づいて通信パラメータの第１のセットを使うか、またはそれに基づいて、プローブ
要求を送信する。いくつかの態様において、通信パラメータの第１のセットは、推定リン
ク品質に適合するように決定される。たとえば、いくつかの態様において、ワイヤレスデ
バイスは、１つまたは複数の推定リンク品質と、各リンク品質に適合した通信パラメータ
との間のマッピングを維持することができる。概して、リンクの品質が高いほど、使われ
得るコーディングレートが高くなり、依然として低いパケットエラーおよび／または損失
レートが維持される。
【０１２１】
　[00137]　いくつかの態様において、ワイヤレスデバイス１０６は、アクセスポイント
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１０４にプローブ要求８２０を送信することができる。プローブ要求８２０は、最小コー
ディングレートを定義するセットなど、通信パラメータの第１のセットを使って送信され
得る。いくつかの態様において、最小コーディングレートは、推定リンク品質に適合する
ように決定された複数のレートのうちの１つであってよい。
【０１２２】
　[00138]　その後、ブロック１０４０において、ワイヤレスデバイスは、通信パラメー
タの第２のセットを使うか、またはそれに基づいてプローブ応答を受信する。通信パラメ
ータの第２のセットは、上述したように、通信パラメータの第１のセットの関数である。
たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、アクセスポイント１０４からプローブ応答８３
０を受信することができる。
【０１２３】
　[00139]　一実施形態では、図８に示した方法は、受信回路と、推定回路と、送信回路
とを含むことができるワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデバイスが、本
明細書で説明する簡略化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を有することが
できることを、当業者は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデバイスは、特
許請求の範囲内の実装形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために有用なそれら
の構成要素のみを含む。
【０１２４】
　[00140]　受信回路は、１つもしくは複数のフレームおよび／またはプローブ応答を受
信するように構成され得る。いくつかの実施形態では、受信回路は、図８の少なくともブ
ロック１０１０および／または１０４０を実施するように構成され得る。受信回路は、プ
ロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６（図２）、およびトラ
ンシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、
受信するための手段が受信回路を含み得る。
【０１２５】
　[00141]　推定回路は、リンク品質を推定するように構成され得る。いくつかの実施形
態では、推定回路は、図８の少なくともブロック１０２０を実施するように構成され得る
。推定回路は、プロセッサ４０４（図２）、ＤＳＰ４２０、信号検出器４１８（図２）、
受信機４１２（図２）、およびメモリ４０６（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る
。いくつかの実装形態では、推定するための手段が推定回路を含み得る。
【０１２６】
　[00142]　送信回路は、プローブ要求を送信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、送信回路は、図８の少なくともブロック１０２０を実施するように構成され得
る。送信回路は、プロセッサ４０４（図２）、送信機４１０（図２）、アンテナ４１６（
図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつ
かの実装形態では、送信するための手段が送信回路を含み得る。
【０１２７】
　ビーコンサイズ削減（Beacon Size Reduction）
　[00143]　上述したように、様々な実施形態において、大量のチャネル時間がビーコン
およびプローブ応答によって消費され得る。これは、密なネットワークにおいて特に当て
はまり得る。一実施形態では、局によって要求されない限り、ビーコンおよびプローブ応
答などのフレーム中の近隣情報を省くことによって、チャネル時間が削減され得る。近隣
情報は、第１のアクセスポイントの付近にある他のアクセスポイントの１つまたは複数の
特性に関する、第１のアクセスポイントによって集められた情報を含み得る。たとえば、
近隣情報において識別される各アクセスポイントについて、以下のうちの１つまたは複数
は、含まれるＭＡＣアドレス、アクセスポイントに関連付けられたセキュリティパラメー
タ、チャネル番号、規制クラス、ｐｈｙオプション、ＴＢＴＴオフセット、ビーコン間隔
パラメータ、到達可能性（reachability）（到達不可能、未知、到達可能）であり得る。
【０１２８】
　[00144]　チャネル時間の削減は、全体的ネットワーク効率を増大させ得る。いくつか
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の実施形態では、アクセスポイントは、プローブ要求中の指示に基づいて、条件付きで近
隣報告情報をプローブ応答中に含めることができる。
【０１２９】
　[00145]　図９は、本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システム１１００の実
施形態を示す。示すように、ワイヤレス通信システム１１００は、アクセスポイント１０
４とワイヤレスデバイス１０６とを含む。ワイヤレス通信システム１１００は、図１に関
して上記で説明したワイヤレス通信システム１００と同様であってよい。たとえば、アク
セスポイント１０４は図１に示されるアクセスポイント１０４を含んでよく、ワイヤレス
デバイス１０６は、図１に示されるワイヤレスデバイス１０６ａ～１０６ｄのうちのいず
れを含んでもよい。様々な実施形態において、アクセスポイント１０４および／またはワ
イヤレスデバイス１０６は、ワイヤレスデバイス４０２（図２）または他のどの適したデ
バイスも含み得る。
【０１３０】
　[00146]　図９は、アクセスポイント１０４とワイヤレスデバイス１０６との間の例示
的な通信交換を示す。図示される通信交換において、アクセスポイント１０４は、条件付
きで近隣報告情報をプローブ応答中に含めるように構成され得る。本明細書では、図示さ
れる通信は、特定の順序に関して示され、説明され得るが、様々な実施形態では、本明細
書の通信は異なる順序で実施されるか、または省略されてよく、さらなる通信が追加され
てよい。
【０１３１】
　[00147]　最初に、ワイヤレスデバイス１０６はビーコン１１１０を受信する。ビーコ
ン１１１０は近隣報告情報（他の場合には、従来のビーコン中に含められ得る）を省いて
いる。ワイヤレスデバイス１０６は、近隣報告情報をまだ受信していないので、ワイヤレ
スデバイス１０６は、近隣報告情報についての要求を含むプローブ要求１１２０を生成す
ればよい。
【０１３２】
　[00148]　次いで、ワイヤレスデバイス１０６は、アクセスポイント１０４にプローブ
要求１１２０を送信する。いくつかの実施形態では、プローブ要求１１２０は、近隣報告
情報についての要求を示す情報要素（ＩＥ：information element）を含み得る。ある実
施形態において、ＩＥは「近隣報告情報要求（Neighbor Report Info Request）」と呼ば
れ得る。
【０１３３】
　[00149]　その後、アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６にプローブ
応答１１３０を送信する。プローブ応答１１３０は、要求された近隣報告情報を含む。ワ
イヤレスデバイス１０６は、近隣報告情報を、たとえばメモリ４０６（図２）中に記憶す
ればよい。
【０１３４】
　[00150]　ワイヤレスデバイス１０６が、近隣報告情報をあらかじめ記憶している実施
形態において、ワイヤレスデバイス１０６は、近隣報告情報要求を省いたプローブ要求１
１４０を送ればよい。したがって、アクセスポイント１０４は、近隣報告情報を省いたプ
ローブ応答１１５０で応答してよい。
【０１３５】
　[00151]　図１０は、図９のワイヤレス通信システム１１００内で利用され得るワイヤ
レス通信の例示的な方法のためのフローチャート１２００を示す。この方法は、図２に示
されるワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全体
または一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイヤ
レス通信システム１２０、図９を参照して上で論じたワイヤレス通信システム１１００、
および図２を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが、図
示する方法は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスによっ
ても実装され得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特定の
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順序に関して説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序で実
施され、または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【０１３６】
　[00152]　方法１２００は、ワイヤレスネットワーク上で通信する２つのデバイスによ
って、それらの間で送信されるデータの量を削減するのに使用され得る。たとえば、知ら
れている方法が、近隣報告情報を含むビーコンフレームを送信することができる。ビーコ
ン送信は頻繁に起こるので、ワイヤレス媒体容量のある程度の部分が、近隣報告情報の送
信によって消費され得る。近隣報告情報を受信する多くのデバイスは、情報を前のビーコ
ンフレームからすでに受信している場合がある。したがって、近隣報告情報の包含は、ビ
ーコンフレームであり、他の目的のためにより良好に使われ得るワイヤレス媒体の容量を
消費し得る。方法１２００は、近隣報告情報をプローブ応答メッセージ中に含め、デバイ
スが情報を明示的に要求するときのいくつかの態様においてのみ、情報を含めるための方
法を提供する。これにより、ワイヤレスネットワーク上での近隣報告情報の送信の総数を
削減し、したがってワイヤレスネットワークの容量を他の使用のために空けることができ
る。
【０１３７】
　[00153]　最初に、ブロック１２１０において、アクセスポイントはプローブ要求を受
信し得る。たとえば、アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６からプロー
ブ要求１１２０を受信し得る。プローブ要求１１２０は、近隣報告情報を要求する指示を
含み得る。いくつかの実施形態では、指示は、近隣報告情報を送ること、または送らない
ことを明示的に要求し得る。他の実施形態では、明示的要求がないことが、近隣報告情報
を送るため、または送らないための要求と解釈され得る。アクセスポイントは、近隣報告
情報が要求されるかどうか決定するために、プローブ要求を復号することができる。
【０１３８】
　[00154]　次いで、ブロック１２２０において、アクセスポイントは、プローブ要求に
応答して、およびそれに基づいてプローブ応答を生成する。アクセスポイントは、条件付
きで近隣報告情報を、プローブ要求中に指示があるか、それとも指示がないかにかかわら
ず、プローブ応答ベースの復号中に含めてよい。たとえば、アクセスポイント１０４は、
プローブ要求１１２０が、近隣報告情報が送られるべきであるという指示を含むかどうか
決定することができ、それに従って近隣報告情報を含めるか、または省いてよい。
【０１３９】
　[00155]　その後、ブロック１２４０において、アクセスポイントは、プローブ応答を
ワイヤレスデバイスに送信する。たとえば、アクセスポイント１０４は、近隣報告情報を
含むプローブ応答１１３０を、プローブ要求によって要求された場合、ワイヤレスデバイ
ス１０６に送信してよい。ワイヤレスデバイス１０６がすでに近隣報告情報を有し、近隣
報告情報要求を省いたプローブ要求１１４０を送信する実施形態では、アクセスポイント
１０４は、近隣報告情報を省いたプローブ応答１１５０を送信すればよい。
【０１４０】
　[00156]　プロセス１２００のいくつかの態様は、近隣報告情報をもたないビーコンを
送信することを含む。たとえば、近隣報告情報は、要求されたとき、上述したプローブ応
答メッセージにより、ｂ、プロセス１２００を実施するデバイスを与えられているところ
なので、近隣報告情報をビーコン中に含める必要がない場合がある。これにより、ビーコ
ンのサイズが削減され、したがってワイヤレス媒体の容量が他の目的のために節約される
。
【０１４１】
　[00157]　一実施形態では、図１０に示した方法は、受信回路と、生成回路と、送信回
路とを含むことができるワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデバイスが、
本明細書で説明する簡略化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を有すること
ができることを、当業者は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデバイスは、
特許請求の範囲内の実装形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために有用なそれ
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らの構成要素のみを含む。
【０１４２】
　[00158]　受信回路は、プローブ要求を受信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、受信回路は、図１０の少なくともブロック１２１０を実施するように構成され
得る。受信回路は、プロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６
（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いく
つかの実装形態では、受信するための手段が受信回路を含み得る。
【０１４３】
　[00159]　生成回路は、プローブ応答を生成するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、生成回路は、図１０の少なくともブロック１２２０を実施するように構成され
得る。生成回路は、プロセッサ４０４（図２）、ＤＳＰ４２０、信号検出器４１８（図２
）、およびメモリ４０６（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形
態では、生成するための手段が生成回路を含み得る。
【０１４４】
　[00160]　送信回路は、プローブ応答を送信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、送信回路は、図１０の少なくともブロック１２４０を実施するように構成され
得る。送信回路は、プロセッサ４０４（図２）、送信機４１０（図２）、アンテナ４１６
（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いく
つかの実装形態では、送信するための手段が送信回路を含み得る。
【０１４５】
　[00161]　図１１は、図９のワイヤレス通信システム１１００内で利用され得るワイヤ
レス通信の例示的な方法のためのフローチャート１３００を示す。この方法は、図２に示
されるワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全体
または一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイヤ
レス通信システム１３０、図９を参照して上で論じたワイヤレス通信システム１１００、
および図２を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが、図
示する方法は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスによっ
ても実装され得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特定の
順序に関して説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序で実
施され、または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【０１４６】
　[00162]　方法１３００は、ワイヤレスネットワーク上で通信する２つのデバイスによ
って、それらの間で送信されるデータの量を削減するのに使用され得る。たとえば、知ら
れている方法が、近隣報告情報を含むビーコンフレームを送信することができる。ビーコ
ン送信は頻繁に起こるので、ワイヤレス媒体容量のある程度の部分が、ビーコンフレーム
中に含まれる近隣報告情報の送信によって消費される場合があり、ここでビーコンフレー
ム中に含まれる近隣報告情報は本質的に、情報を受信する多くのデバイスによって使用さ
れるとは限らない。たとえば、近隣報告情報を受信する多くのデバイスは、情報を前のビ
ーコンフレームからすでに受信している場合がある。したがって、近隣報告情報の包含は
、ビーコンフレームであり、他の目的のためにより良好に使われ得るワイヤレス媒体の容
量を消費し得る。方法１３００は、プローブ応答メッセージから近隣報告情報を復号し、
必要とされるときは情報を要求するための方法を提供する。これにより、ワイヤレスネッ
トワーク上での近隣報告情報の送信の総数を削減し、したがってワイヤレスネットワーク
の容量を他の使用のために空けることができる。
【０１４７】
　[00163]　最初に、ブロック１３１０において、ワイヤレスデバイスは、近傍報告情報
が記憶されているかどうか決定する。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、アクセス
ポイント１０４のネットワークについての近傍報告情報をメモリ４０６が記憶しているか
どうか決定することができる。いくつかの実施形態では、ワイヤレスデバイス１０６は、
最近の近傍報告情報、たとえば閾時間量（threshold amount of time）内に受信されたも
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のを検討するだけでよい。
【０１４８】
　[00164]　次に、ブロック１３２０において、ワイヤレスデバイスは、前記決定に基づ
いて、近隣報告情報についての要求を条件付きで含むプローブ要求を送信する。たとえば
、ワイヤレスデバイス１０６は、近隣報告情報が必要とされると決定した場合、近隣報告
情報についての要求を含むプローブ要求１１２０を送信すればよい。ワイヤレスデバイス
１０６は、近隣報告情報が必要とされないと決定した場合、近隣報告情報についての要求
を省いたプローブ要求１１４０を送信すればよい。
【０１４９】
　[00165]　次いで、ブロック１３３０において、ワイヤレスデバイスはプローブ応答を
受信する。プローブ要求が近隣報告情報についての要求を含むとき、プローブ応答は近隣
報告情報を含み得る。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、プローブ要求１１２０に
応答して、近隣報告情報を含むプローブ応答１１３０を受信し得る。ワイヤレスデバイス
１０６は、プローブ要求１１４０に応答して、近隣報告情報を省いたプローブ応答１１５
０を受信し得る。
【０１５０】
　[00166]　ブロック１３３５において、プローブ応答は、近隣報告情報がプローブ応答
中に含まれるかどうか決定するために復号される。情報が含まれる場合、情報はブロック
１３４０において記憶され得る。
【０１５１】
　[00167]　一実施形態では、図１１に示す方法は、決定回路と、送信回路と、受信回路
と、復号回路と、記憶回路とを含むことができるワイヤレスデバイス中に実装され得る。
ワイヤレスデバイスが、本明細書で説明する簡略化されたワイヤレスデバイスよりも多く
の構成要素を有することができることを、当業者は諒解されよう。本明細書で説明される
ワイヤレスデバイスは、特許請求の範囲内の実装形態のいくつかの顕著な特徴について説
明するために有用なそれらの構成要素のみを含む。
【０１５２】
　[00168]　決定回路は、近傍報告情報が記憶されるかどうか決定するように構成され得
る。いくつかの実施形態では、決定回路は、図１１の少なくともブロック１３１０を実施
するように構成され得る。決定回路は、プロセッサ４０４（図２）、ＤＳＰ４２０、信号
検出器４１８（図２）、受信機４１２（図２）、およびメモリ４０６（図２）のうちの１
つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、決定するための手段が決定回路を含
み得る。
【０１５３】
　[00169]　送信回路は、プローブ要求を送信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、送信回路は、図１１の少なくともブロック１３２０を実施するように構成され
得る。送信回路は、プロセッサ４０４（図２）、送信機４１０（図２）、アンテナ４１６
（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いく
つかの実装形態では、送信するための手段が送信回路を含み得る。
【０１５４】
　[00170]　受信回路は、プローブ応答を受信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、受信回路は、図１１の少なくともブロック１３２０を実施するように構成され
得る。受信回路は、プロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６
（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いく
つかの実装形態では、受信するための手段が受信回路を含み得る。
【０１５５】
　[00171]　復号回路は、近隣報告情報がプローブ応答中に含まれるかどうか決定するた
めに、プローブ応答を復号するように構成され得る。いくつかの実施形態では、復号回路
は、図１１の少なくともブロック１３３５を実施するように構成され得る。復号回路は、
プロセッサ４０４（図２）、ＤＳＰ４２０、信号検出器４１８（図２）、受信機４１２（
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図２）、およびメモリ４０６（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実
装形態では、復号するための手段が決定回路を含み得る。
【０１５６】
　[00172]　記憶回路は、近隣報告情報がプローブ応答中に含まれている場合、その情報
を記憶するように構成され得る。いくつかの実施形態では、記憶回路は、図１１の少なく
ともブロック１３４０を実施するように構成され得る。記憶回路は、プロセッサ４０４（
図２）、ＤＳＰ４２０、信号検出器４１８（図２）、受信機４１２（図２）、およびメモ
リ４０６（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、記憶す
るための手段が記憶回路を含み得る。
【０１５７】
　共有ワイヤレスデバイス状態情報（Shared Wireless Device State Information）
　[00173]　上述したように、様々な実施形態において、大量のチャネル時間がビーコン
およびプローブ応答によって消費され得る。これは、密なネットワークにおいて特に当て
はまり得る。一実施形態では、プローブ要求と関連付け要求との間で共有される少なくと
もある程度のデータを省くことによって、チャネル時間が削減され得る。チャネル時間の
削減は、全体的ネットワーク効率を増大させ得る。いくつかの実施形態では、アクセスポ
イントは、共有データを記憶することができ、共有データが維持されるタイムアウト期間
を示すことができる。
【０１５８】
　[00174]　図１２は、本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システム１４００の
実施形態を示す。示すように、ワイヤレス通信システム１４００は、アクセスポイント１
０４とワイヤレスデバイス１０６とを含む。ワイヤレス通信システム１４００は、図１に
関して上記で説明したワイヤレス通信システム１００と同様であってよい。たとえば、ア
クセスポイント１０４は図１に示されるアクセスポイント１０４を含んでよく、ワイヤレ
スデバイス１０６は、図１に示されるワイヤレスデバイス１０６ａ～１０６ｄのうちのい
ずれを含んでもよい。様々な実施形態において、アクセスポイント１０４および／または
ワイヤレスデバイス１０６は、ワイヤレスデバイス４０２（図２）または他のどの適した
デバイスも含み得る。
【０１５９】
　[00175]　図１２は、アクセスポイント１０４とワイヤレスデバイス１０６との間の例
示的な通信交換を示す。図示される通信交換において、アクセスポイント１０４は、共有
データを記憶し、タイムアウト期間を示すように構成され得る。本明細書では、図示され
る通信は、特定の順序に関して示され、説明され得るが、様々な実施形態では、本明細書
の通信は異なる順序で実施されるか、または省略されてよく、さらなる通信が追加されて
よい。
【０１６０】
　[00176]　最初に、ワイヤレスデバイス１０６は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を
含むプローブ要求１４１０を送信する。いくつかの実施形態では、共有ワイヤレスデバイ
ス情報は、共有レート（shared rate）、拡張サポートレート（extended supported rate
）、サポートされる動作クラス（supported operating class）、高スループット（ＨＴ
）能力（high-throughput (HT) capability）、２０／４０基本サービスセット（ＢＳＳ
）共存（20/40 basic service set (BSS) coexistence）、および拡張能力（extended ca
pability）のうちの１つまたは複数の指示を含み得る。プローブ要求は、サービスセット
識別（ＳＳＩＤ：service set identification）、情報要求（information request）、
直接シーケンススペクトル拡散（ＤＳＳＳ）パラメータセット（direct-sequence spread
 spectrum (DSSS) parameter set）、ＳＳＩＤリスト、チャネル使用（channel usage）
、相互作用指示（interworking indication）、およびメッシュ識別（mesh identificati
on）のうちの１つまたは複数の指示をさらに含み得る。アクセスポイント１０４は、共有
ワイヤレスデバイス状態情報を、たとえばメモリ４０６（図２）中に記憶すればよい。
【０１６１】
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　[00177]　プローブ要求を受信すると、アクセスポイント１０４は、情報が記憶された
という指示を含むＡＣＫで応答し得る。次いで、アクセスポイント１０４は、タイムアウ
ト期間を含むプローブ応答１４２０を送信する。タイムアウト期間は、アクセスポイント
１０４が共有ワイヤレスデバイス情報をどれだけの間記憶するかを示し得る。アクセスポ
イント１０４が、タイムアウト期間内にワイヤレスデバイス１０６からフレームを受信す
ると、アクセスポイント１０４は、受信フレームを共有ワイヤレスデバイス情報に関連付
けることができる。したがって、共有ワイヤレスデバイス情報はフレームから省かれ得る
。ただし、タイムアウト期間の後、アクセスポイント１０４は共有ワイヤレスデバイス情
報を破棄してよい。
【０１６２】
　[00178]　たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、タイムアウト期間内に関連付け要
求１４３０を送信することができる。したがって、関連付け要求１４３０は、共有ワイヤ
レスデバイス情報の一部または全部を省く場合がある。いくつかの実施形態では、関連付
け要求１４３０は、能力（capability）、リッスン間隔（listen interval）、サービス
セット識別（ＳＳＩＤ：service set identification）、サポートされるチャネル（supp
orted channel）、堅牢セキュリティネットワーク（ＲＳＮ）指示（robust security net
work (RSN) indication）、サービス品質（ＱｏＳ）能力（quality-of-service (QoS) ca
pability）、ＲＭ有効化能力（RM enabled capability）、モビリティドメイン（mobilit
y domain）、およびＱｏＳトラフィック能力（QoS traffic capability）のうちの１つま
たは複数の指示を含み得る。アクセスポイント１０４は、メモリ４０６（図２）から共有
ワイヤレスデバイス情報を読み取ることができ、関連付け応答１４４０で応答すればよい
。
【０１６３】
　[00179]　一方、ワイヤレスデバイス１０６は、タイムアウト期間外に関連付け要求１
４５０を送信する場合がある。したがって、関連付け要求１４３０は、共有ワイヤレスデ
バイス情報の一部または全部を含む場合がある。アクセスポイント１０４は、関連付け要
求１４５０から共有ワイヤレスデバイス情報を読み取ることができ、関連付け応答１４６
０で応答すればよい。
【０１６４】
　[00180]　図１３は、図１２のワイヤレス通信システム１４００内で利用され得るワイ
ヤレス通信の例示的な方法のためのフローチャート１５００を示す。この方法は、図２に
示されるワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全
体または一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイ
ヤレス通信システム１５０、図１２を参照して上で論じたワイヤレス通信システム１４０
０、および図２を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが
、図示する方法は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスに
よっても実装され得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特
定の順序に関して説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序
で実施され、または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【０１６５】
　[00181]　最初に、ブロック１５１０において、アクセスポイントはプローブ要求を受
信するたとえば、アクセスポイント１０４は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含むプ
ローブ要求１４１０をワイヤレスデバイス１０６から受信し得る。
【０１６６】
　[00182]　ブロック１５１５において、アクセスポイントは、共有ワイヤレスデバイス
状態情報を決定するために、プローブ要求を復号する。たとえば、アクセスポイントは、
プローブ要求内での共有ワイヤレス状態情報の場所を決定するために、プローブ要求を解
析するように構成され得る。いくつかの態様において、アクセスポイントは、共有レート
、拡張サポートレート、サポートされる動作クラス、高スループット（ＨＴ）能力、２０
／４０基本サービスセット（ＢＳＳ）共存、および拡張能力のうちの１つまたは複数を決
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定するために、共有ワイヤレス状態情報を復号する。いくつかの態様において、アクセス
ポイントは、サービスセット識別（ＳＳＩＤ）、情報要求、直接シーケンススペクトル拡
散（ＤＳＳＳ）パラメータセット、ＳＳＩＤリスト、チャネル使用、相互作用指示、およ
びメッシュ識別のうちの１つまたは複数を決定するためにプローブ要求を復号する。
【０１６７】
　[00183]　次いで、ブロック１５２０において、アクセスポイントは、少なくともタイ
ムアウト期間は共有ワイヤレスデバイス状態情報を記憶し得る。たとえば、アクセスポイ
ント１０４は、共有ワイヤレスデバイス状態情報をメモリ４０６中に記憶してよい。タイ
ムアウト期間が満了した後、アクセスポイント１０４は、共有ワイヤレスデバイス状態情
報を満了させ、消去し、または場合によっては破棄してよい。
【０１６８】
　[00184]　次に、ブロック１５３０において、アクセスポイントは、タイムアウト期間
を示すプローブ応答を送信する。たとえば、アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバ
イス１０６にプローブ応答１４２０を送信することができる。プローブ応答１４２０は、
タイムアウト期間を、たとえば情報要素として含み得る。
【０１６９】
　[00185]　その後、ブロック１５４０において、アクセスポイントは、タイムアウト期
間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省いた関連付け要求を受信する。たとえば、アク
セスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６から関連付け要求１４３０を受信し得
る。アクセスポイント１０４は、共有ワイヤレスデバイス状態情報をメモリ４０６から取
り出すことができ、関連付け応答１４４０で応答してよい。いくつかの態様において、ア
クセスポイントは、能力、リッスン間隔、サービスセット識別（ＳＳＩＤ）、サポートさ
れるチャネル、堅牢セキュリティネットワーク（ＲＳＮ）指示、サービス品質（ＱｏＳ）
能力、ＲＭ有効化能力、モビリティドメイン、およびＱｏＳトラフィック能力のうちの１
つまたは複数を決定するために、関連付け要求を復号することができる。
【０１７０】
　[00186]　他の実施形態では、上述したように、アクセスポイント１０４は、タイムア
ウト期間外に第２の関連付け要求１４５０を受信する場合がある。いくつかの態様におい
て、タイムアウト期間外に受信される第２の関連付け要求は、共有状態情報（shared sta
te information）を含み得る。これらの態様では、タイムアウト期間外に受信された関連
付け要求は、アップデートされた共有状態情報を決定するように復号され得る。次いで、
第２の関連付け要求において受信された、アップデートされた共有状態情報に基づいて、
関連付け応答が生成され得る。いくつかの態様において、これは、図１２の関連付け応答
１４６０によって示される。
【０１７１】
　[00187]　一実施形態では、図１３に示す方法は、受信回路と、復号回路と、記憶回路
と、送信回路とを含むことができるワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデ
バイスが、本明細書で説明する簡略化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を
有することができることを、当業者は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデ
バイスは、特許請求の範囲内の実装形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために
有用なそれらの構成要素のみを含む。
【０１７２】
　[00188]　受信回路は、プローブ要求および／または関連付け要求を受信するように構
成され得る。いくつかの実施形態では、受信回路は、図１３の少なくともブロック１５１
０および／または１５４０を実施するように構成され得る。受信回路は、プロセッサ４０
４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６（図２）、およびトランシーバ４１
４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、受信するため
の手段が受信回路を含み得る。
【０１７３】
　[00189]　復号回路は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を決定するためにプローブ要
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求を復号するように構成され得る。いくつかの実施形態では、復号回路は、図１３の少な
くともブロック１５１５を実施するように構成され得る。復号回路は、プロセッサ４０４
（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６（図２）、および／またはトランシー
バ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、復号す
るための手段が復号回路を含み得る。
【０１７４】
　[00190]　記憶回路は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を記憶するように構成され得
る。いくつかの実施形態では、記憶回路は、図１３の少なくともブロック１５２０を実施
するように構成され得る。記憶回路は、プロセッサ４０４（図２）、ＤＳＰ４２０、およ
びメモリ４０６（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、
記憶するための手段が記憶回路を含み得る。
【０１７５】
　[00191]　送信回路は、プローブ応答を送信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、送信回路は、図１３の少なくともブロック１５３０を実施するように構成され
得る。送信回路は、プロセッサ４０４（図２）、送信機４１０（図２）、アンテナ４１６
（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いく
つかの実装形態では、送信するための手段が送信回路を含み得る。
【０１７６】
　[00192]　図１４は、図１２のワイヤレス通信システム１４００内で利用され得るワイ
ヤレス通信の例示的な方法のためのフローチャート１６００を示す。この方法は、図２に
示されるワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全
体または一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイ
ヤレス通信システム１６０、図１２を参照して上で論じたワイヤレス通信システム１４０
０、および図２を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが
、図示する方法は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスに
よっても実装され得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特
定の順序に関して説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序
で実施され、または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【０１７７】
　[00193]　最初に、ブロック１６１０において、ワイヤレスデバイスは、共有ワイヤレ
スデバイス状態情報を含むプローブ要求を送信する。たとえば、ワイヤレスデバイス１０
６は、アクセスポイント１０４にプローブ要求１４１０を送信することができる。共有ワ
イヤレスデバイス状態情報は、従来のプローブ要求および関連付け要求など、１つまたは
複数のワイヤレス通信フレームの間で共有される情報を含み得る。いくつかの態様におい
て、共有ワイヤレス状態情報は、共有レート、拡張サポートレート、サポートされる動作
クラス、高スループット（ＨＴ）能力、２０／４０基本サービスセット（ＢＳＳ）共存、
および拡張能力のうちの１つまたは複数の指示を含むように生成される。共有ワイヤレス
デバイス状態情報を少なくとも１つのフレームから省くことによって、ネットワークトラ
フィックが低減され得る。いくつかの態様において、サービスセット識別（ＳＳＩＤ）、
情報要求、直接シーケンススペクトル拡散（ＤＳＳＳ）パラメータセット、ＳＳＩＤリス
ト、チャネル使用、相互作用指示、およびメッシュ識別のうちの１つまたは複数の指示を
含むように生成されたものへのプローブ要求。共有ワイヤレスデバイス状態情報を少なく
とも１つのフレームから省くことによって、ネットワークトラフィックが低減され得る。
【０１７８】
　[00194]　次いで、ブロック１６２０において、ワイヤレスデバイスはプローブ応答を
受信する。ブロック１６２５において、タイムアウト期間を決定するためにプローブ応答
が復号される。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、アクセスポイント１０４からプ
ローブ応答１４２０を受信することができる。タイムアウト期間は、アクセスポイント１
０４が共有ワイヤレスデバイス状態情報をどれだけの間記憶するかを示し得る。
【０１７９】
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　[00195]　次に、ブロック１６３０において、ワイヤレスデバイスは、タイムアウト期
間内に、ワイヤレスデバイス状態情報を省いた関連付け要求を送信する。たとえば、ワイ
ヤレスデバイス１０６は、関連付け要求１４３０を送信することができ、関連付け応答１
４４０を受信することができる。いくつかの態様では、関連付け要求は、能力、リッスン
間隔、サービスセット識別（ＳＳＩＤ）、サポートされるチャネル、堅牢セキュリティネ
ットワーク（ＲＳＮ）指示、サービス品質（ＱｏＳ）能力、ＲＭ有効化能力、モビリティ
ドメイン、およびＱｏＳトラフィック能力のうちの１つまたは複数の指示を含むように生
成される。上述したように、他の実施形態では、ワイヤレスデバイス１０６は、タイムア
ウト期間外に第２の関連付け要求（関連付け要求１４５０など）を送信する場合がある。
したがって、第２の関連付け要求１４５０は、第２の関連付け要求がタイムアウト期間外
に送信されたことに応答して、共有ワイヤレスデバイス状態情報を含めればよい。
【０１８０】
　[00196]　一実施形態では、図１４に示された方法は、復号回路と、送信回路と、受信
回路とを含み得るワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデバイスが、本明細
書で説明する簡略化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を有することができ
ることを、当業者は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデバイスは、特許請
求の範囲内の実装形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために有用なそれらの構
成要素のみを含む。
【０１８１】
　[00197]　送信回路は、プローブ要求および／または関連付け要求を送信するように構
成され得る。いくつかの実施形態では、送信回路は、図１４の少なくともブロック１６１
０および／または１６３０を実施するように構成され得る。送信回路は、プロセッサ４０
４（図２）、送信機４１０（図２）、アンテナ４１６（図２）、およびトランシーバ４１
４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、送信するため
の手段が送信回路を含み得る。
【０１８２】
　[00198]　受信回路は、プローブ応答を受信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、受信回路は、図１４の少なくともブロック１６２０を実施するように構成され
得る。受信回路は、プロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６
（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いく
つかの実装形態では、受信するための手段が受信回路を含み得る。
【０１８３】
　[00199]　復号回路は、プローブ応答を復号するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、復号回路は、図１４の少なくともブロック１６２５を実施するように構成され
得る。復号回路は、プロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６
（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いく
つかの実装形態では、復号するための手段が復号回路を含み得る。
【０１８４】
　共有アクセスポイント状態情報（Shared Access Point State Information）
　[00200]　上述したように、様々な実施形態において、大量のチャネル時間がビーコン
およびプローブ応答によって消費され得る。これは、密なネットワークにおいて特に当て
はまり得る。一実施形態では、プローブ応答と関連付け応答との間で共有される少なくと
もある程度のデータを省くことによって、チャネル時間が削減され得る。チャネル時間の
削減は、全体的ネットワーク効率を増大させ得る。いくつかの実施形態では、ワイヤレス
デバイスは、共有データを記憶することができ、共有データが維持されるという指示を送
信することができる。
【０１８５】
　[00201]　図１５は、本開示の態様が利用され得るワイヤレス通信システム１７００の
実施形態を示す。示すように、ワイヤレス通信システム１７００は、アクセスポイント１
０４とワイヤレスデバイス１０６とを含む。ワイヤレス通信システム１７００は、図１に
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関して上記で説明したワイヤレス通信システム１００と同様であってよい。たとえば、ア
クセスポイント１０４は図１に示されるアクセスポイント１０４を含んでよく、ワイヤレ
スデバイス１０６は、図１に示されるワイヤレスデバイス１０６ａ～１０６ｄのうちのい
ずれを含んでもよい。様々な実施形態において、アクセスポイント１０４および／または
ワイヤレスデバイス１０６は、ワイヤレスデバイス４０２（図２）または他のどの適した
デバイスも含み得る。
【０１８６】
　[00202]　図１５は、アクセスポイント１０４とワイヤレスデバイス１０６との間の例
示的な通信交換を示す。図示される通信交換において、ワイヤレスデバイス１０６は、共
有アクセスポイントデータを記憶するように構成され、共有データが維持されるという指
示を送信することができる。本明細書では、図示される通信は、特定の順序に関して示さ
れ、説明され得るが、様々な実施形態では、本明細書の通信は異なる順序で実施されるか
、または省略されてよく、さらなる通信が追加されてよい。
【０１８７】
　[00203]　最初に、ワイヤレスデバイス１０６はプローブ要求１７１０を送信する。い
くつかの実施形態では、プローブ要求１７１０は、ワイヤレスデバイス１０６が共有アク
セスポイント情報を記憶したという指示を含み得る。ワイヤレスデバイス１０６は、アク
セスポイント１０４によって送られたビーコンフレームまたはプローブ応答のより早期の
受信によって、共有アクセスポイント情報を集めている場合がある。ビーコンフレームま
たはプローブ応答は、情報のバージョン（version）の指示をさらに含み得る。そのよう
な指示は、たとえば、情報が変わるたびに増分されるか、または場合によっては修正され
るシーケンス番号を含み得る。
【０１８８】
　[00204]　共有アクセスポイント情報は、たとえば、プローブ応答および関連付け応答
など、少なくとも２つの通信フレームに共通の、少なくとも何らかのアクセスポイント情
報を含み得る。いくつかの実施形態では、共有情報は、共有レート、拡張サポートレート
、サポートされる動作クラス、高スループット（ＨＴ）能力、２０／４０基本サービスセ
ット（ＢＳＳ）共存、および拡張能力のうちの１つまたは複数の指示を含み得る。プロー
ブ要求は、サービスセット識別（ＳＳＩＤ）、情報要求、直接シーケンススペクトル拡散
（ＤＳＳＳ）パラメータセット、ＳＳＩＤリスト、チャネル使用、相互作用指示、および
メッシュ識別のうちの１つまたは複数の指示をさらに含み得る。
【０１８９】
　[00205]　ワイヤレスデバイス１０６が、共有アクセスポイント情報を記憶済みである
ことを示すとき、アクセスポイント１０４は、その情報を１つまたは複数のフレームから
省いてよい。デバイス１０６が共有情報を記憶済みであるという指示は、情報のシーケン
ス番号など、記憶された情報のバージョンの指示を含み得る。図示の実施形態では、ワイ
ヤレスデバイス１０６は、共有アクセスポイント情報をまだ記憶していない。
【０１９０】
　[00206]　次いで、アクセスポイント１０４は、共有アクセスポイント情報を含むプロ
ーブ応答１７２０を送信する。ワイヤレスデバイス１０６は、共有アクセスポイント情報
を、たとえばメモリ４０６（図２）中に記憶する。いくつかの実施形態では、ワイヤレス
デバイス１０６は、タイムアウト期間の後、共有アクセスポイント情報を満了させ、削除
し、または場合によっては破棄してよい。他の実施形態では、ワイヤレスデバイス１０６
は、共有アクセスポイント情報が変わったという指示をアクセスポイント１０４から受信
した後、共有アクセスポイント情報を破棄してよい。
【０１９１】
　[00207]　次に、ワイヤレスデバイス１０６は関連付け要求１７３０を送信してよい。
関連付け要求１７３０は、ワイヤレスデバイス１０６が共有アクセスポイント情報を記憶
済みであることを、アクセスポイント１０４に対して示し得る。したがって、アクセスポ
イント１０４は、共有アクセスポイント情報を省いた関連付け応答１７４０で応答すれば
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よい
　[00208]　一方、別の実施形態では、ワイヤレスデバイス１０６は、共有アクセスポイ
ント情報が記憶済みであることを示さない関連付け要求を送信し得る（図示せず）。した
がって、アクセスポイント１０４は、一部または全部共有アクセスポイント情報を含む関
連付け要求で応答すればよい（図示せず）。
【０１９２】
　[00209]　いくつかの態様において、関連付け要求１７３０は、ワイヤレスデバイス１
０６によって記憶されている共有アクセスポイント情報のバージョンを示し得る。アクセ
スポイント１０４は次いで、関連付け要求中で示されるよりも新しい、共有アクセスポイ
ント情報のバージョンを有する場合、共有アクセスポイント情報を関連付け要求中に含め
てよい。
【０１９３】
　[00210]　図１６は、図１５のワイヤレス通信システム１７００内で利用され得るワイ
ヤレス通信の例示的な方法のためのフローチャート１８００を示す。この方法は、図２に
示されるワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全
体または一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイ
ヤレス通信システム１８０、図１５を参照して上で論じたワイヤレス通信システム１７０
０、および図２を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが
、図示する方法は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスに
よっても実装され得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特
定の順序に関して説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序
で実施され、または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【０１９４】
　[00211]　最初に、ブロック１８１０において、アクセスポイントはプローブ要求を受
信する。たとえば、アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１０６からプローブ
要求１７１０を受信し得る。
【０１９５】
　[00212]　次いで、ブロック１８２０において、アクセスポイントは、共有アクセスポ
イント情報を含むプローブ応答を送信する。たとえば、アクセスポイント１０４は、ワイ
ヤレスデバイス１０６にプローブ応答１７２０を送信することができる。プローブ応答１
７２０は、共有アクセスポイント情報を含み得る。いくつかの態様において、プローブ応
答は、プローブ応答中に含まれる共有アクセスポイント情報についてのバージョン情報も
含む。プローブ応答はまた、識別子（identifier）を含むように生成され得る。識別子は
、共有アクセスポイント情報に関連付けられ得る。いくつかの態様において、識別子は、
情報要素中の明示的識別子（explicit identifier）、アクセスポイントのメディアアク
セス制御（ＭＡＣ）アドレスを備える暗黙識別子（implicit identifier）、プローブ応
答のＭＡＣシーケンス番号（MAC sequence number）を備える暗黙識別子、プローブ応答
のタイムスタンプ（timestamp）を備える暗黙識別子、プローブ応答のチェックサム（che
cksum）を備える暗黙識別子、およびプローブ応答の最後の４バイトを備える暗黙識別子
のうちの１つまたは複数を含むように生成される。
【０１９６】
　[00213]　いくつかの態様において、プローブ応答用の共有アクセスポイント状態情報
は、共有レート、拡張サポートレート、サポートされる動作クラス、高スループット（Ｈ
Ｔ）能力、２０／４０基本サービスセット（ＢＳＳ）共存、および拡張能力のうちの１つ
または複数の指示を含むように生成される。
【０１９７】
　[00214]　その後、ブロック１８３０において、アクセスポイントは、ワイヤレスデバ
イスが共有アクセスポイント情報を記憶したという指示を含む関連付け要求を受信する。
いくつかの態様において、指示は、共有アクセスポイント情報が記憶されているかどうか
を示し得る。他の態様では、指示は、ワイヤレスデバイスによって記憶されている共有ア
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クセスポイント情報のバージョンをさらに示し得る。たとえば、アクセスポイント１０４
は、ワイヤレスデバイス１０６から関連付け要求１７３０を受信し得る。したがって、ア
クセスポイント１０４は、どの関連付け応答も、少なくとも何らかの共有アクセスポイン
ト情報を省いてよいと決定し得る。
【０１９８】
　[00215]　いくつかの態様において、関連付け要求は、ワイヤレスデバイスによって記
憶されている共有アクセスポイント情報のバージョンを決定し、アクセスポイントにとっ
て入手可能なわずかなアクセスポイント情報のバージョンが、デバイスによって記憶され
ているバージョンよりも新しいかどうか決定するために復号され得る。アクセスポイント
は、より新しい情報を有する場合、より新しい情報を関連付け応答中に含めることを選ん
でよい（下記）。
【０１９９】
　[00216]　次に、ブロック１８４０において、アクセスポイントは、関連付け要求中の
指示に基づいて、共有アクセスポイント情報を条件付きで含む関連付け応答を送信してよ
い。たとえば、いくつかの態様では、アクセスポイントは、ワイヤレスデバイスが、アク
セスポイント状態情報を記憶していないことを示した場合、共有アクセスポイント情報を
関連付け応答中に含め、ワイヤレスデバイスが、情報を記憶済みであることを示す場合、
共有アクセスポイント情報を関連付け応答中に含めない。他の態様では、関連付け要求中
の指示は、ワイヤレスデバイスによって記憶されている共有アクセスポイント状態情報に
ついてのバージョン情報を含み得る。これらの態様では、アクセスポイントは、アクセス
ポイントにとって入手可能な共有アクセスポイント状態情報のバージョンを、関連付け要
求中で与えられるバージョンと比較すればよい。アクセスポイントにとって入手可能なバ
ージョンがより新しい場合、アクセスポイントは、それが入手可能にした共有アクセスポ
イント情報を関連付け応答中に含め、他の場合には含めなくてよい。
【０２００】
　[00217]　たとえば、アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス１７４０に関連
付け応答１７４０を送信することができる。他の実施形態では、上述したように、アクセ
スポイント１０４は、共有アクセスポイント情報が記憶されているという指示を関連付け
要求が含まないとき、少なくとも何らかの共有アクセスポイント情報を含む関連付け応答
を送信し得る。
【０２０１】
　[00218]　いくつかの態様において、アクセスポイント１０４は、ワイヤレスデバイス
によって記憶されている共有情報のバージョンが、アクセスポイントにとって入手可能な
共有情報のバージョンよりも古いかどうか決定し得る。いくつかの態様において、アクセ
スポイントは次いで、ワイヤレスデバイスによって記憶されているバージョンと、アクセ
スポイントにとって入手可能なバージョンとに基づいて、共有アクセスポイント情報のよ
り新しいバージョンを含むように、関連付け応答を生成すればよい。
【０２０２】
　[00219]　一実施形態では、図１６に示された方法は、受信回路と送信回路とを含み得
るワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデバイスが、本明細書で説明する簡
略化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を有することができることを、当業
者は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデバイスは、特許請求の範囲内の実
装形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために有用なそれらの構成要素のみを含
む。
【０２０３】
　[00220]　受信回路は、プローブ要求および／または関連付け要求を受信するように構
成され得る。いくつかの実施形態では、受信回路は、図１６の少なくともブロック１８１
０および／または１８３０を実施するように構成され得る。受信回路は、受信機４１２（
図２）、アンテナ４１６（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまた
は複数を含み得る。いくつかの実装形態では、受信するための手段が受信回路を含み得る
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。
【０２０４】
　[00221]　送信回路は、プローブ応答および／または関連付け応答を送信するように構
成され得る。いくつかの実施形態では、送信回路は、図１６の少なくともブロック１８２
０および／または１８４０を実施するように構成され得る。送信回路は、送信機４１０（
図２）、アンテナ４１６（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまた
は複数を含み得る。いくつかの実装形態では、送信するための手段が送信回路を含み得る
。
【０２０５】
　[00222]　図１７は、図１５のワイヤレス通信システム１７００内で利用され得るワイ
ヤレス通信の例示的な方法のためのフローチャート１９００を示す。この方法は、図２に
示されるワイヤレスデバイス４０２のような、本明細書で説明されるデバイスによって全
体または一部が実施され得る。図示する方法は、ここでは図１を参照して上で論じたワイ
ヤレス通信システム１９０、図１５を参照して上で論じたワイヤレス通信システム１７０
０、および図２を参照して上で論じたワイヤレスデバイス４０２を参照して記載されるが
、図示する方法は、本明細書に記載する別のデバイス、または他のどの適したデバイスに
よっても実装され得ることが当業者には諒解されよう。本明細書では、示された方法は特
定の順序に関して説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは異なる順序
で実施され、または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてよい。
【０２０６】
　[00223]　最初に、ブロック１９１０において、ワイヤレスデバイスはプローブ要求を
送信する。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、アクセスポイント１０４にプローブ
要求１７１０を送信することができる。
【０２０７】
　[00224]　次いで、ブロック１９２０において、ワイヤレスデバイスは、共有アクセス
ポイント情報を含むプローブ応答を受信する。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、
アクセスポイント１０４からプローブ応答１７２０を受信することができる。共有アクセ
スポイント情報は、従来のプローブ応答および関連付け応答など、１つまたは複数のワイ
ヤレス通信フレームの間で共有される情報を含み得る。共有アクセスポイント状態情報を
少なくとも１つのフレームから省くことによって、ネットワークトラフィックが低減され
得る。
【０２０８】
　[00225]　その後、ブロック１９３０において、ワイヤレスデバイスは、共有アクセス
ポイント情報を記憶する。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は、共有アクセスポイン
ト情報をメモリ４０６中に記憶することができる。
【０２０９】
　[00226]　次に、ブロック１９４０において、ワイヤレスデバイスは、共有アクセスポ
イント情報が記憶されていることを示す関連付け要求を送信する。たとえば、ワイヤレス
デバイス１０６は、関連付け要求１７３０を送信することができる。いくつかの態様にお
いて、ワイヤレスデバイスは、記憶されている共有アクセスポイント情報のバージョンを
送信する。これは、アクセスポイントが、関連付け応答中で共有アクセスポイント情報を
ワイヤレスデバイスに送り返すべきかどうか決定するのを支援し得る。
【０２１０】
　[00227]　その後、ブロック１９５０において、ワイヤレスデバイスは、共有アクセス
ポイント情報を省いた関連付け応答を受信する。たとえば、ワイヤレスデバイス１０６は
、アクセスポイント１０４から関連付け応答１７４０を受信することができる。上述した
ように、他の実施形態では、ワイヤレスデバイス１０６は、たとえば、ワイヤレスデバイ
ス１０６が共有アクセスポイント情報をまだ受信していない、共有アクセスポイント情報
が古くなっている、などの実施形態において、共有アクセスポイント情報が記憶済みであ
るという指示をもたない関連付け要求を送信し得る。したがって、ワイヤレスデバイスは
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、少なくとも何らかの共有アクセスポイント情報を含む関連付け応答を受信し得る。
【０２１１】
　[00228]　ブロック１９６０において、関連付け応答は、関連付け応答が共有アクセス
ポイント情報を含むかどうか決定するために復号される。含んでいる場合、プロセス１９
００を実施するデバイスは、関連付け応答中に含まれる共有アクセスポイント情報を記憶
してよい。
【０２１２】
　[00229]　一実施形態では、図１７に示された方法は、送信回路と、記憶回路と、受信
回路とを含み得るワイヤレスデバイス中に実装され得る。ワイヤレスデバイスが、本明細
書で説明する簡略化されたワイヤレスデバイスよりも多くの構成要素を有することができ
ることを、当業者は諒解されよう。本明細書で説明されるワイヤレスデバイスは、特許請
求の範囲内の実装形態のいくつかの顕著な特徴について説明するために有用なそれらの構
成要素のみを含む。
【０２１３】
　[00230]　送信回路は、プローブ要求および／または関連付け要求を送信するように構
成され得る。いくつかの実施形態では、送信回路は、図１７の少なくともブロック１９１
０および／または１９３０を実施するように構成され得る。送信回路は、プロセッサ４０
４（図２）、送信機４１０（図２）、アンテナ４１６（図２）、およびトランシーバ４１
４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、送信するため
の手段が送信回路を含み得る。
【０２１４】
　[00231]　記憶回路は、共有ワイヤレスデバイス状態情報を記憶するように構成され得
る。いくつかの実施形態では、記憶回路は、図１７の少なくともブロック１９２０を実施
するように構成され得る。記憶回路は、プロセッサ４０４（図２）、ＤＳＰ４２０、およ
びメモリ４０６（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いくつかの実装形態では、
記憶するための手段が記憶回路を含み得る。
【０２１５】
　[00232]　受信回路は、プローブ応答を受信するように構成され得る。いくつかの実施
形態では、受信回路は、図１７の少なくともブロック１９４０を実施するように構成され
得る。受信回路は、プロセッサ４０４（図２）、受信機４１２（図２）、アンテナ４１６
（図２）、およびトランシーバ４１４（図２）のうちの１つまたは複数を含み得る。いく
つかの実装形態では、受信するための手段が受信回路を含み得る。
【０２１６】
　[00233]　本明細書で使用される「決定すること（determining）」という用語は、幅広
い様々なアクションを包含する。たとえば、「決定すること」は、算出すること、計算す
ること、処理すること、導出すること、調査すること、探索すること（たとえば、テーブ
ル、データベース、または別のデータ構造の中で探索すること）、確認することなどを含
み得る。また、「決定すること」は、受信すること（たとえば、情報を受信すること）、
アクセスすること（たとえば、メモリ中のデータにアクセスすること）などを含み得る。
また、「決定すること」は、解決すること、選択すること、選定すること、確立すること
などを含み得る。さらに、本明細書で使用される「チャネル幅（channel width）」は、
いくつかの態様では帯域幅を包含する場合があるか、または帯域幅と呼ばれる場合もある
。
【０２１７】
　[00234]　本明細書で使用される、項目のリスト「のうちの少なくとも１つ（at least 
one of）」に言及する句は、単一のメンバを含む、それらの項目の任意の組合せを指す。
一例として、「ａ、ｂ、またはｃのうちの少なくとも１つ」は、ａと、ｂと、ｃと、ａ－
ｂと、ａ－ｃと、ｂ－ｃと、ａ－ｂ－ｃとを包含するものとする。
【０２１８】
　[00235]　上記で説明した方法の様々な動作は、様々なハードウェアおよび／またはソ
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フトウェア構成要素、回路、および／またはモジュールなど、それらの動作を実施するこ
とが可能な任意の好適な手段によって実施され得る。概して、図に示されたどの動作も、
その動作を実施することが可能な対応する機能的手段によって実施され得る。
【０２１９】
　[00236]　本開示に関連して説明した様々な例示的な論理ブロック、モジュール、およ
び回路は、本明細書で説明した機能を実施するように設計された、汎用プロセッサ、デジ
タル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログ
ラマブルゲートアレイ信号（ＦＰＧＡ）もしくは他のプログラマブル論理デバイス（ＰＬ
Ｄ）、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、またはそれら
の任意の組合せによって実装または実施され得る。汎用プロセッサは、マイクロプロセッ
サであり得るが、代替的に、プロセッサは、任意の市販のプロセッサ、コントローラ、マ
イクロコントローラ、または状態機械であり得る。また、プロセッサは、コンピューティ
ングデバイスの組合せ、たとえば、ＤＳＰおよびマイクロプロセッサの組合せ、複数のマ
イクロプロセッサ、ＤＳＰコアと連携する１つもしくは複数のマイクロプロセッサ、また
は任意の他のそのような構成として実装され得る。
【０２２０】
　[00237]　１つまたは複数の態様では、説明した機能は、ハードウェア、ソフトウェア
、ファームウェア、またはそれらの組合せで実装され得る。ソフトウェアで実装される場
合、機能は、１つもしくは複数の命令もしくはコードとしてコンピュータ可読媒体上に記
憶され得るか、またはコンピュータ可読媒体を介して送信され得る。コンピュータ可読媒
体は、ある場所から別の場所へのコンピュータプログラムの転送を容易にするすべての媒
体を含む、コンピュータ記憶媒体と通信媒体との両方を含む。記憶媒体は、コンピュータ
によってアクセスされ得る任意の入手可能な媒体であり得る。限定ではなく例として、そ
のようなコンピュータ可読媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ（登録商標）、ＣＤ－
ＲＯＭもしくは他の光ディスク記憶デバイス、磁気ディスク記憶デバイスもしくは他の磁
気記憶デバイス、または、命令もしくはデータ構造の形態の所望のプログラムコードを搬
送もしくは記憶するために使用することができ、コンピュータによってアクセス可能であ
る、任意の他の媒体を含むことができる。また、任意の接続が、適切にコンピュータ可読
媒体と呼ばれる。たとえば、同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、ツイストペア、デジ
タル加入者線（「ＤＳＬ」）、または赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤレス
技術を使用して、ソフトウェアがウェブサイト、サーバまたは他のリモートソースから送
信される場合、同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、ツイストペア、ＤＳＬ、または赤
外線、無線、およびマイクロ波などワイヤレス技術は、媒体の定義に含まれる。本明細書
で使用するディスク（disk）およびディスク（disc）は、コンパクトディスク（disc）（
ＣＤ）、レーザーディスク（登録商標）（disc）、光ディスク（disc）、デジタル多用途
ディスク（disc）（ＤＶＤ）、フロッピー（登録商標）ディスク（disk）およびＢｌｕ－
ｒａｙ（登録商標）ディスク（disc）を含み、ここで、ディスク（disk）は、通常、デー
タを磁気的に再生し、ディスク（disc）は、データをレーザーで光学的に再生する。した
がって、いくつかの態様では、コンピュータ可読媒体は、非一時的コンピュータ可読媒体
（たとえば有形媒体）を備える場合がある。さらに、いくつかの態様では、コンピュータ
可読媒体は、一時的コンピュータ可読媒体（たとえば信号）を備え得る。上の組合せも、
コンピュータ可読媒体の範囲の中に含まれるべきである。
【０２２１】
　[00238]　したがって、いくつかの態様は、本明細書で提示された動作を実施するため
のコンピュータプログラム製品を備え得る。たとえば、そのようなコンピュータプログラ
ム製品は、命令が記憶（および／または符号化）され、それらの命令が本明細書で説明し
た動作を実施するために１つまたは複数のプロセッサによって実行可能である、コンピュ
ータ可読媒体を備え得る。いくつかの態様では、コンピュータプログラム製品はパッケー
ジング材料を含み得る。
【０２２２】
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　[00239]　本明細書で開示された方法は、説明された方法を達成するための１つまたは
複数のステップまたはアクションを備える。方法のステップおよび／またはアクションは
、特許請求の範囲を逸脱することなく互いに交換され得る。言い換えれば、ステップまた
はアクションの特定の順序が明記されていない限り、特定のステップおよび／またはアク
ションの順序および／または使用は、特許請求の範囲を逸脱することなく修正され得る。
【０２２３】
　[00240]　ソフトウェアまたは命令は、伝送媒体を介して送信される場合もある。たと
えば、ソフトウェアが、同軸ケーブル、光ファイバーケーブル、ツイストペア、デジタル
加入者線（ＤＳＬ）、または赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤレス技術を使
用して、ウェブサイト、サーバ、または他のリモートソースから伝送される場合、同軸ケ
ーブル、光ファイバーケーブル、ツイストペア、ＤＳＬ、または赤外線、無線、およびマ
イクロ波などのワイヤレス技術は、伝送媒体の定義に含まれる。
【０２２４】
　[00241]　さらに、本明細書に記載された方法と技法とを実施するためのモジュールお
よび／または他の適切な手段は、適用可能な場合、ユーザ端末および／または基地局によ
ってダウンロードおよび／または他の方法で取得され得ることを諒解されたい。たとえば
、そのようなデバイスは、本明細書に記載された方法を実施するための手段の転送を容易
にするために、サーバに結合され得る。代替的に、本明細書で説明される様々な方法は、
ユーザ端末および／または基地局が記憶手段をデバイスに結合するかまたは提供すると様
々な方法を取得することができるように、記憶手段（たとえば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、コンパ
クトディスク（ＣＤ）またはフロッピーディスクなどの物理記憶媒体など）を介して提供
され得る。さらに、本明細書で説明される方法と技法とをデバイスに提供するための任意
の他の適切な技法が利用され得る。
【０２２５】
　[00242]　特許請求の範囲は、上記で示されたそのままの構成および構成要素に限定さ
れないことを理解されたい。上述された方法および装置の配置、動作および詳細には、特
許請求の範囲を逸脱することなく、様々な修正、変更および変形が加えられ得る。
【０２２６】
　[00243]　上記は、本開示の態様を対象とするが、本開示の基本的な範囲を逸脱するこ
となく、本開示の他の態様およびさらなる態様が考案され得るし、本開示の範囲は以下の
特許請求の範囲によって決定される。
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